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 第２ 各サービスの報酬・基準に係る見直しの内容  

 

１．障害福祉サービス等における横断的な改定事項 

（１）経営実態等を踏まえた基本報酬の見直し【全サービス】 

   ・ 各サービスの経営の実態等を踏まえつつ、基本報酬を見直す。     

→「障害福祉サービス等の基本報酬の見直しについて」（別紙１）参照 

 

（２）福祉・介護職員等の処遇改善 
【処遇改善加算については、居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護、重度障害者等

包括支援、療養介護、生活介護、短期入所、施設入所支援、共同生活援助、自立訓練（機

能訓練・生活訓練）、就労移行支援、就労継続支援Ａ型、就労継続支援Ｂ型、就労定着支

援、就労選択支援、自立生活援助、児童発達支援、放課後等デイサービス、居宅訪問型児

童発達支援、保育所等訪問支援、福祉型障害児入所施設、医療型障害児入所施設】 
 

【基本報酬の見直しについては、全サービス】 
 

・ 福祉・介護職員等の確保に向けて、福祉・介護職員等の処遇改善のため

の措置をできるだけ多くの事業所に活用されるよう推進する観点から、福

祉・介護職員処遇改善加算、福祉・介護職員等特定処遇改善加算、福祉・

介護職員等ベースアップ等支援加算について、現行の各加算・各区分の要

件及び加算率を組み合わせた４段階の「福祉・介護職員等処遇改善加算」

に一本化するとともに、今般新たに追加措置する処遇改善分を活用し、加

算率を引き上げる。（経過措置区分として、令和６年度末まで現行の３加算

の取得状況に基づく加算率を維持した上で、今般の改定による加算率の引

き上げを行う。） 

・ 就労定着支援の就労定着支援員、自立生活援助の地域生活支援員、就労

選択支援の就労選択支援員を、処遇改善加算等の対象に加える。 

・ 新加算においては、加算・賃金改善額の職種間配分ルールを統一する。

（福祉・介護職員への配分を基本とし、特に経験・技能のある職員に重点

的に配分することとするが、事業所内で柔軟な配分を認める。） 

・ 月額賃金の改善に関する要件を見直し、新加算Ⅳの加算額の１／２以上

を月額賃金に充てることとする。 

・ 令和７年度に、職場環境等要件の見直しを行う。 

・ 福祉・介護職員以外の職員の処遇改善にもつながるよう、基本報酬を見

直す。 

 

（３）地域生活支援拠点等の機能の充実 

→「福祉・介護職員等処遇改善加算について」（別紙２）参照 

→「障害福祉サービス等の基本報酬の見直しについて」（別紙１）参照 
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障害者の重度化・高齢化や親亡き後を見据え、緊急時の対応や施設や病院等

からの地域移行の推進を担う地域生活支援拠点等について、障害者総合支援法

の改正により市町村に対する努力義務を設け、その整備を推進するとともに、

機能の充実を図る。 

 

① 地域生活支援拠点等において、情報連携等を担うコーディネーターの配置

を評価する加算を創設する。【自立生活援助、計画相談支援、障害児相談支援、地域

移行支援、地域定着支援】 

≪地域生活支援拠点等機能強化加算【新設】≫ 500単位／月 

 以下のいずれかに該当する場合に加算する。 

 ・ 計画相談支援及び障害児相談支援（機能強化型（継続）サービス利用

支援費（Ⅰ）又は（Ⅱ）を算定する場合に限る。）と自立生活援助、地域

移行支援及び地域定着支援のサービスを一体的に運営し、かつ、地域生

活支援拠点等に位置付けられた相談支援事業者等において、情報連携等

を担うコーディネーターを常勤で１以上配置されている場合 

 ・ 計画相談支援及び障害児相談支援（機能強化型（継続）サービス利用

支援費（Ⅰ）又は（Ⅱ）を算定する場合に限る。）、自立生活援助、地域移

行支援及び地域定着支援に係る複数の事業者が、地域生活支援拠点等の

ネットワークにおいて相互に連携して運営されており、かつ、地域生活

支援拠点等に位置付けられた場合であって、当該事業者又はネットワー

ク上の関係機関（基幹相談支援センター等）において、情報連携等を担

うコーディネーターが常勤で１以上配置されている場合 

 ※ 配置されたコーディネーター１人当たり、本加算の算定人数の上限を

１月当たり合計100回までとする。 

※ 以上の内容は計画相談支援について記載。障害児相談支援についても

同様。 

 

② 平時からの情報連携を整えた通所系サービス事業所において、緊急時の受

入れについて評価する。【生活介護、自立訓練（機能訓練・生活訓練）、就労移行支

援、就労継続支援Ａ型、就労継続支援Ｂ型】 

≪緊急時受入加算【新設】≫                 100単位／日 

 地域生活支援拠点等に位置付けられ、かつ、関係機関との連携調整に従事す

る者を配置する通所系サービス事業所において、障害の特性に起因して生じた

緊急事態等の際に、夜間に支援を行った場合に加算する。 

 

③ 地域生活支援拠点等に係る既存の加算について、関係機関との連携調整に
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従事する者を配置することを要件に加える。【居宅介護、重度訪問介護、同行援

護、行動援護、生活介護、短期入所、重度障害者等包括支援、施設入所支援、自立訓練

（機能訓練・生活訓練）、就労移行支援、就労継続支援Ａ型、就労継続支援Ｂ型、自立生

活援助、計画相談支援、障害児相談支援、地域移行支援、地域定着支援】 

≪緊急時対応加算の見直し≫（居宅介護の例） 

［現  行］ 

地域生活支援拠点等に位置付けられている場合に、更に１回につき50単位を

加算する。 

［見直し後］ 

地域生活支援拠点等に位置付けられ、かつ、関係機関との連携調整に従事す

る者を配置している場合に、更に１回につき50単位を加算する。 

 

（４）強度行動障害を有する障害者への支援体制の充実 

① 強度行動障害を有する障害者の受入体制の強化【生活介護、短期入所、施設入

所支援、共同生活援助】 

・ 強度行動障害を有する障害者のうち、行動関連項目の合計点が非常に高

く、支援が困難な状態にある児者の受け入れ拡大や支援の充実の観点か

ら、行動関連項目の合計点が10点以上という区切りだけでなく、行動関連

項目の合計点が18点以上の障害者を受け入れ、強度行動障害を有する者に

対するチーム支援の実施をマネジメントする中心的な役割を果たす中核的

人材を配置し、適切な支援を行うことを評価する加算を拡充する。 

・ 強度行動障害を有する者のグループホームにおける受入体制を強化する

ため、利用者の事態や環境の変化に適応するための初期のアセスメント等

を評価する。 

→ 「重度障害者支援加算の拡充」（別紙４）参照 

 

② 状態が悪化した強度行動障害を有する児者への集中的支援【療養介護、生 

活介護、短期入所、施設入所支援、共同生活援助、自立訓練（機能訓練・生活訓練）、就

労移行支援、就労継続支援Ａ型、就労継続支援Ｂ型、児童発達支援、放課後等デイサービ

ス、福祉型障害児入所施設、医療型障害児入所施設】 

   ・ 状態が悪化した強度行動障害を有する児者に対し、高度な専門性により

地域を支援する広域的支援人材が、事業所等を集中的に訪問等（情報通

信機器を用いた地域外からの指導助言も含む）し、適切なアセスメント

と有効な支援方法の整理をともに行い、環境調整を進めることを評価す

る加算を創設する。 

≪集中的支援加算【新設】≫ 

  イ 集中的支援加算（Ⅰ）               1000単位／回 
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強度行動障害を有する児者の状態が悪化した場合に、広域的支援人材が

指定障害者支援施設、共同生活援助事業所等を訪問し、集中的な支援を行

った場合、３月以内の期間に限り１月に４回を限度として所定単位数を加

算する。 

  ロ 集中的支援加算（Ⅱ）                500単位／日 

指定短期入所事業所、指定障害者支援施設、指定共同生活援助事業所又

は指定障害児入所施設が、集中的な支援が必要な利用者を他の指定障害福

祉サービス事業所又は指定障害者支援施設等から受け入れ、当該利用者に

対して集中的な支援を行った場合、３月以内の期間について、１日につき

所定単位数を加算する。 

※ ロの集中的支援加算（Ⅱ）を算定する場合は、イの集中的支援加算（Ⅰ）

も算定可能。 

 

（５）視覚・聴覚言語障害者支援体制加算の拡充【生活介護、施設入所支援、共同生活

援助、自立訓練（機能訓練・生活訓練）、就労選択支援、就労移行支援、就労継続支援Ａ

型、就労継続支援Ｂ型】 

 視覚、聴覚、言語機能に重度の障害がある利用者を多く受け入れている事業

所において、様々なコミュニケーション手段を持つ利用者との交流にも配慮し

つつ、より手厚い支援体制をとっている事業所を更に評価する。 

［現  行］ 

   視覚・聴覚言語障害者支援体制加算             41単位／日 

  視覚又は聴覚若しくは言語機能に重度の障害のある者が利用者数の100分の

30以上であって、視覚障害者等との意思疎通に関し専門性を有する職員を利用

者の数を50で除した数以上配置していること。 

 

［見直し後］ 

イ 視覚・聴覚言語障害者支援体制加算（Ⅰ）       51単位／日 

    視覚又は聴覚若しくは言語機能に重度の障害のある者が利用者数の100

分の50以上であって、視覚障害者等との意思疎通に関し専門性を有する職

員を利用者の数を40で除した数以上配置していること。 

   ロ 視覚・聴覚言語障害者支援体制加算（Ⅱ）       41単位／日 

    視覚又は聴覚若しくは言語機能に重度の障害のある者が利用者数の100

分の30以上であって、視覚障害者等との意思疎通に関し専門性を有する職

員を利用者の数を50で除した数以上配置していること。 
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（６）意思決定支援の推進【障害児相談支援、児童発達支援、放課後等デイサービス、居宅

訪問型児童発達支援、保育所等訪問支援、福祉型障害児入所施設、医療型障害児入所施設を

除く全サービス】 

① 相談支援及び障害福祉サービス事業等の指定基準において、「事業者は、

利用者が自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよう、利用者の

意思決定の支援に配慮するよう努めなければならない」旨明記するととも

に、障害福祉サービス等の提供に係る意思決定支援ガイドラインの内容を相

談支援及び障害福祉サービス事業等の指定基準や解釈通知に反映させる。 

 

② 相談支援及び障害福祉サービス事業等の指定基準において、サービス担

当者会議及び個別支援会議について、本人の心身の状況等によりやむを得

ない場合を除き障害者本人の参加を原則とし、会議において本人の意向等

を確認することとする。 

 

（７）本人の意向を踏まえたサービス提供（同性介助）【計画相談支援、障害児相談支

援、地域相談支援、自立生活援助、就労定着支援を除く全サービス】 

各障害福祉サービス事業等の指定基準の解釈通知において、「本人の意思に

反する異性介助がなされないよう、サービス管理責任者等がサービス提供に

関する本人の意向を把握するとともに、本人の意向を踏まえたサービス提供

体制の確保に努めるべき」旨明記する。 

 

（８）障害者虐待防止の推進【全サービス】 

① 令和４年度から義務化された障害者虐待防止措置を未実施の障害福祉サー

ビス事業所等に対して、基本報酬を減算する。 

 

② 指定基準の解釈通知において、 

 ・ 虐待防止委員会（身体拘束適正化委員会を含む。）において、外部の第三

者や専門家の活用に努めることや、 

 ・ 障害福祉サービス事業所等の管理者及び虐待防止責任者が、都道府県の

実施する虐待防止研修を受講することが望ましいこと 

 を明示する。 

≪虐待防止措置未実施減算【新設】≫ 

次の基準を満たしていない場合に、所定単位数の１％を減算する。 

 ① 虐待防止委員会を定期的に開催するとともに、その結果について従業者

に周知徹底を図ること 

② 従業者に対し、虐待の防止のための研修を定期的に実施すること 

③  上記措置を適切に実施するための担当者を置くこと 
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（９）身体拘束等の適正化の推進【計画相談支援、障害児相談支援、地域相談支援、自立生

活援助、就労定着支援を除く全サービス】 

① 施設・居住系サービスについて、身体拘束等の適正化の徹底を図る観点か

ら、減算額を引き上げる。 

 

② 訪問・通所系サービスについて、減算額を見直す。 

≪身体拘束廃止未実施減算の見直し≫ 

［現  行］ 

 基準を満たしていない場合に、１日につき５単位を所定単位数から減算す

る。 

［見直し後］ 

（施設・居住系サービス）※１ 

基準を満たしていない場合に、所定単位数の10％を減算する。 

（訪問・通所系サービス）※２ 

基準を満たしていない場合に、所定単位数の１％を減算する。 

 

 ※１ 障害者支援施設（施設入所支援のほか、障害者支援施設が行う各サー

ビスを含む）、療養介護、障害児入所施設、共同生活援助、宿泊型自立訓

練 

※２ 居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護、重度障害者等包括支

援、生活介護、短期入所、自立訓練（宿泊型自立訓練を除く）、就労選択

支援、就労移行支援、就労継続支援Ａ型、就労継続支援Ｂ型、児童発達

支援、放課後等デイサービス、居宅訪問型児童発達支援、保育所等訪問

支援（障害者支援施設が行う各サービスを除く） 

 

（10）個別支援計画の共有【短期入所、就労選択支援、計画相談支援、障害児相談支援、地域

定着支援、福祉型障害児入所施設、医療型障害児入所施設を除く全サービス】 

   指定基準において、各サービスの個別支援計画について、指定特定（障害児）

相談支援事業所にも交付しなければならないこととする。 

 

（11）高次脳機能障害を有する者に対する報酬上の評価 

① 高次脳機能障害に関する研修を受講した常勤の相談支援専門員を配置する

事業所を評価する。【計画相談支援・障害児相談支援】 

≪高次脳機能障害支援体制加算【新設】≫ 

イ 高次脳機能障害支援体制加算（Ⅰ） 60単位／日 

   高次脳機能障害支援者養成研修を修了した相談支援専門員を事業所に配

置した上で、その旨を公表しており、かつ、当該相談支援専門員により、高
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次脳機能障害を有する利用者に対して現に指定計画相談支援を行っている

場合に加算する。 

 ロ 高次脳機能障害支援体制加算（Ⅱ） 30単位／日 

   高次脳機能障害支援者養成研修を修了した相談支援専門員を事業所に配

置した上で、その旨を公表している場合に加算する。 

※ 以上の内容は計画相談支援について記載。障害児相談支援についても同

様。 

 

② 高次脳機能障害を有する利用者が一定数以上であって、専門性を有する職

員が配置されている事業所等を評価する。【生活介護、施設入所支援、共同生活援

助、自立訓練（機能訓練・生活訓練）、就労選択支援、就労移行支援、就労継続支援Ａ型、

就労継続支援Ｂ型】 

≪高次脳機能障害者支援体制加算【新設】≫         41単位／日 

   高次脳機能障害を有する利用者が全体の利用者数の100分の30以上であっ

て、高次脳機能障害支援者養成研修を修了した従業者を事業所に50：１以上

配置した上で、その旨を公表している場合に加算する。 

 

（12）人員基準における両立支援への配慮等【全サービス】 

障害福祉の現場において、治療と仕事の両立を進め、職員の定着促進を図る

観点から、各サービスの人員配置基準や報酬算定における「常勤」要件及び「常

勤換算」要件について、以下の見直しを行う。 

・ 「常勤」の計算に当たり、職員が育児・介護休業法等による育児・介護等

の短時間勤務制度を利用する場合に加えて、「治療と仕事の両立ガイドライ

ン」に沿って事業者が設ける短時間勤務制度等を利用する場合にも、週30時

間以上の勤務で「常勤」として扱うことを認める。 

・ 「常勤換算方法」の計算に当たり、職員が「治療と仕事の両立ガイドライ

ン」に沿って事業者が設ける短時間勤務制度等を利用する場合、週30時間以

上の勤務で常勤換算での計算上も１（常勤）と扱うことを認める。 

 

（13）障害福祉現場の業務効率化等を図るためのＩＣＴの活用等【全サービス】 

① 管理者の責務について、利用者へのサービス提供の場面等で生じる事象を

適時かつ適切に把握しながら、職員及び業務の一元的な管理・指揮命令を行

うことである旨を明確化した上で、管理者は、その責務を果たせる場合であ

って、事故発生時等の緊急時の対応について、あらかじめ対応の流れを定め、

必要に応じて管理者自身が速やかに出勤できる場合にあっては、同一敷地内

等に限らず、同一の事業者によって設置される他の事業所等（介護サービス

事業所等の他分野のサービス事業所を含む。）の管理者又は従業者と兼務で
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きることとする。 

 

② 管理者について、介護分野における取扱いに準じ、以下のような措置を講

じた上で、管理上支障が生じない範囲内において、テレワークにより管理業

務を行うことが可能であることを示す。 

・ 利用者及び従業者と管理者の間で適切に連絡が取れる体制を確保してい

ること。 

・ 事故発生時、利用者の状態の急変時、災害の発生時等、緊急時の対応に

ついて、あらかじめ対応の流れを定めておくとともに、必要に応じて管理

者自身が速やかに出勤できるようにしていること。 

また、人員配置基準等で具体的な必要数を定めて配置を求めている管理者以

外の職種又は業務のテレワークに関して、個人情報を適切に管理していること、

利用者の処遇に支障が生じないこと等を前提に、具体的な考え方を示す。 

 

③ 障害福祉サービス等事業者が障害者総合支援法等の規定に基づいて地方

公共団体に対して提出する指定申請関連文書、報酬請求関連文書等について、

令和５年度中に標準様式及び標準添付書類を作成する。 

 

（14）業務継続に向けた感染症や災害への対応力の取組の強化【全サービス】 

感染症や災害が発生した場合であっても、必要な障害福祉サービス等を継続

的に提供できる体制を構築するため、業務継続に向けた計画の策定の徹底を求

める観点から、感染症又は非常災害のいずれか又は両方の業務継続計画が未策

定の場合、基本報酬を減算する。その際、一定程度の取組を行っている事業所

に対し経過措置を設けることとする。 

≪業務継続計画未策定減算【新設】≫            

 以下の基準に適応していない場合、所定単位数を減算する。 

 ・ 感染症や非常災害の発生時において、利用者に対するサービスの提供を    

  継続的に実施するための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るため 

  の計画（業務継続計画）を策定すること 

 ・ 当該業務継続計画に従い必要な措置を講ずること 

 

  ※ 令和７年３月31日までの間、「感染症の予防及びまん延防止のための指 

   針の整備」及び「非常災害に関する具体的計画」の策定を行っている場

合には、減算を適用しない。 

    ただし、居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護、重度障害者等  

   包括支援、自立生活援助、就労定着支援、居宅訪問型児童発達支援、保育 

   所等訪問支援、計画相談支援、障害児相談支援、地域移行支援、地域定着 
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   支援については、「非常災害に関する具体的計画」の策定が求められてい

ないこと等を踏まえ、令和７年３月31日までの間、減算を適用しない。 

  ※ 就労選択支援については、令和９年３月31日までの間、減算を適用し

ない経過措置を設ける。 

 

 （減算単位） 

 ・ 所定単位数の３％を減算 

   （対象サービス：療養介護、施設入所支援（施設入所支援のほか、障害者

支援施設が行う各サービスを含む）、共同生活援助、宿泊型自立訓練、

障害児入所施設） 

 ・ 所定単位数の１％を減算 

   （対象サービス：居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護、重度障 

    害者等包括支援、短期入所、生活介護、自立生活援助、自立訓練（宿泊

型自立訓練を除く。）、就労移行支援、就労継続支援、就労定着支援、就

労選択支援、計画相談支援、地域移行支援、地域定着支援、障害児相談

支援、児童発達支援、放課後等デイサービス、居宅訪問型児童発達支

援、保育所等訪問支援（障害者支援施設が行う各サービスを除く）） 

 

（15）障害者支援施設等における医療機関との連携強化・感染症対応力の向上【施

設入所支援、共同生活援助、福祉型障害児入所施設】 

  ① 感染症発生時に備えた平時からの対応として、障害者支援施設等は、感染

者の対応を行う協定締結医療機関と連携し、新興感染症の発生時等における

対応を取り決めることを努力義務とするとともに、協力医療機関が協定締結

医療機関である場合には、新興感染症の発生時等における対応についても協

議を行うことを義務付ける。 

感染症発生時における施設内感染防止等のため、平時から一定の体制を構

築している場合、加算で評価する。 

    また、医科診療報酬点数表の感染対策向上加算の届出を行った医療機関か

ら、施設内で感染者が発生した場合の感染制御等の実地指導を受けることに

ついて評価する。 

≪運営基準【新設】≫ 

① 指定障害者支援施設等は、第二種協定指定医療機関との間で、新興感染症

の発生時等の対応を取り決めるよう努めなければならない。 

② 指定障害者支援施設等は、協力医療機関が第二種協定指定医療機関である

場合においては、当該第二種協定指定医療機関との間で、新興感染症の発生

時等の対応について協議を行わなければならない。 
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≪障害者支援施設等感染対策向上加算【新設】≫ 

 イ 障害者支援施設等感染対策向上加算（Ⅰ）        10単位／月 

以下の（１）から（３）までのいずれにも適合するものとして都道府県知

事に届け出た指定施設入所支援等の単位において、１月につき所定単位数を

加算する。 

  （１）第二種協定指定医療機関との間で、新興感染症の発生時等の対応を行

う体制を確保していること。 

  （２）協力医療機関等との間で、感染症の発生時の対応を取り決めるととも

に、感染症の発生時に、協力医療機関等と連携し適切に対応することが

可能であること。 

  （３）医科診療報酬点数表の感染対策向上加算又は外来感染対策向上加算に

係る届出を行った医療機関が行う院内感染対策に関する研修又は訓練

に１年に１回以上参加していること。 

 

 ロ 障害者支援施設等感染対策向上加算（Ⅱ）         ５単位／月 

医科診療報酬点数表の感染対策向上加算に係る届出を行った医療機関か

ら３年に１回以上実地指導を受けているものとして都道府県知事に届け出

た指定施設入所支援等の単位において、１月につき所定単位数を加算する。 

 

② 障害者支援施設等が新興感染症等の発生時に施設内療養を行う場合、感染

拡大に伴う病床ひっ迫時の対応として、必要な体制を確保した上で施設内療

養を行うことに対し、適切な感染対策を行っていることなどの要件を設け、

評価を行う。 

≪新興感染症等施設療養加算【新設】≫            240単位／日 

入所者が別に厚生労働大臣が定める感染症に感染した場合に、相談対応、診

療、入院調整等を行う医療機関を確保している指定障害者支援施設等におい

て、当該入所者に対し、適切な感染対策を行った上で、指定施設入所支援等を

行った場合に、１月に５日を限度として所定単位数を加算する。 

※ 別に厚生労働大臣が定める感染症については、今後のパンデミック発生時

に必要に応じて指定する。 

 

（16）情報公表未報告の事業所への対応【全サービス】 

  ① 利用者への情報公表、災害発生時の迅速な情報共有、財務状況の見える化 

   の推進を図る観点から、障害福祉サービス等情報公表システム上、未報告と 

   なっている事業所に対する「情報公表未報告減算」を新設する。 
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  ② また、施行規則において、都道府県知事は指定障害福祉サービス事業者等 

   の指定の更新に係る申請があった際に、情報公表に係る報告がされているこ 

   とを確認することとする。 

≪情報公表未報告減算【新設】≫   

  障害者総合支援法第76条の３の規定に基づく情報公表に係る報告がされて

いない場合、所定単位数を減算する。 

 ・ 所定単位数の10％を減算 

   （対象サービス：療養介護、施設入所支援（施設入所支援のほか、障害者

支援施設が行う各サービスを含む）、共同生活援助、宿泊型自立訓練、

障害児入所施設） 

 ・ 所定単位数の５％を減算 

   （対象サービス：居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護、重度障 

    害者等包括支援、短期入所、生活介護、自立生活援助、自立訓練（宿泊

型自立訓練を除く。）、就労移行支援、就労継続支援、就労定着支援、就

労選択支援、計画相談支援、地域移行支援、地域定着支援、障害児相談

支援、児童発達支援、放課後等デイサービス、居宅訪問型児童発達支援、

保育所等訪問支援（障害者支援施設が行う各サービスを除く）） 

 

≪都道府県等による確認【新設】≫  

  都道府県知事等は、指定障害福祉サービス事業者等の指定の更新に係る申請

があったときは、当該申請に係る事業者から障害者総合支援法第76条の３の規

定に基づく情報公表に係る報告がされていることを確認するものとする。 

 

（17）地域区分の見直し【全サービス】 

地域区分について、令和３年度報酬改定と同様に、類似制度である介護報酬

における地域区分との均衡を考慮し、原則、公務員の地域手当の設定に準拠し

ている介護報酬の地域区分の考え方に合わせることとする。 

また、平成30年度報酬改定の際に設けられた経過措置（平成30年以前の見直

し前の上乗せ割合から見直し後の最終的な上乗せ割合の範囲において設定可

能とするもの）を適用している自治体において、当該自治体の意向により、当

該経過措置を令和９年３月31日まで延長することを認める。 

さらに、平成30年度報酬改定時以降に、介護報酬と同じ区分に変更した自治

体について、当該自治体の意向により、現行の区分と従前の区分の範囲内で設

定することを認める（令和８年度末までの適用）。 

 → 「地域区分の見直しについて」（別紙３）参照 
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（18）補足給付の基準費用額の見直し【施設入所支援、障害児入所支援】 

   施設入所者の食費や居住に要する費用（食費・光熱水費）については、低所

得者に係る負担を軽減するため、基準費用額（食費・光熱水費に係る平均的な

費用の額）から、所得に応じた負担限度額を控除した差額を「補足給付」とし

て支給しているが、この補足給付の基準費用額について、令和５年障害福祉サ

ービス等経営実態調査結果等を踏まえて見直す。 

 

（19）食事提供体制加算の経過措置の取扱い【生活介護、短期入所、自立訓練（機能訓練・

生活訓練）、就労選択支援、就労移行支援、就労継続支援Ａ型、就労継続支援Ｂ型】 

   令和６年３月31日までの経過措置とされていた食事提供体制加算については、

食事提供時における栄養面での配慮を評価する観点から、一定の要件を満たす

場合に評価することとし、令和９年３月31日まで経過措置を延長する。 

≪食事提供体制加算の見直し≫  

通所系：30単位／日 短期入所、宿泊型自立訓練：48単位／日 

［現  行］ 

  収入が一定額以下（生活保護受給世帯、市町村民税非課税世帯、所得割16万

円未満）の利用者に対して、事業所が原則として当該施設内の調理室を使用し

て、食事の提供を行った場合に所定単位数を加算する。 

 

［見直し後］ 

収入が一定額以下（生活保護受給世帯、市町村民税非課税世帯、所得割16万

円未満）の利用者に対して、事業所が原則として当該施設内の調理室を使用し

て、次の①から③までのいずれにも適合する食事の提供を行った場合に所定単

位数を加算する。 

① 管理栄養士又は栄養士が献立作成に関わること（外部委託可）又は、栄養

ケア・ステーション若しくは保健所等の管理栄養士又は栄養士が栄養面に

ついて確認した献立であること 

② 利用者ごとの摂食量を記録していること 

③ 利用者ごとの体重やＢＭＩを概ね６月に１回記録していること 

 

（20）施設入所者の送迎加算の取扱い【生活介護、自立訓練（機能訓練・生活訓練）、就労

≪補足給付に係る基準費用額の見直し≫ 

［現  行］     ［見直し後］ 

基準費用額 ５４，０００円 → ５５，５００円 
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選択支援、就労移行支援、就労継続支援Ａ型、就労継続支援Ｂ型】 

   施設入所者が希望する日中活動の提供を促進するため、障害者支援施設と隣

接してない生活介護事業所等への送迎については、施設入所者についても送迎

加算を算定可能とする。 

≪送迎加算の対象拡充≫ 

［現  行］ 

  指定生活介護事業所等において、利用者（施設入所者を除く。）に対して、

その居宅等と指定生活介護事業所等との間の送迎を行った場合に、片道につき

所定単位数を加算する。 

 

［見直し後］ 

指定生活介護事業所等において、利用者（指定障害者支援施設と同一敷地内

又は隣接する指定生活介護事業所等を利用する施設入所者を除く。）に対して、

その居宅等と指定生活介護事業所等との間の送迎を行った場合に、片道につき

所定単位数を加算する。 

 

２ 訪問系サービス 

（１）居宅介護 

① 居宅介護の特定事業所加算の加算要件の見直し 

・ 特定事業所加算の算定にあたり、専門的な支援技術を必要とする重度障

害児への支援が評価できるように、加算要件の「重度障害者への対応」、「中

重度障害者への対応」の中に、「重度障害児（重症心身障害児、医療的ケア

児）への対応」を追加する。 

≪居宅介護の特定事業所加算の加算要件の見直し≫ 

  良質な人材の確保とサービスの質の向上を図る観点から、条件に応じて、所

定単位数に加算する。 

 ・特定事業所加算（Ⅰ）（①～③のすべてに適合） 所定単位数の20％に加算 

 ・特定事業所加算（Ⅱ）（①及び②に適合）    所定単位数の10％を加算 

 ・特定事業所加算（Ⅲ）（①及び③に適合）      所定単位数の10％を加算 

 ・特定事業所加算（Ⅳ）（①及び④に適合）      所定単位数の５％を加算 

 

[現  行] 

① サービス提供体制の整備（研修の計画的実施、情報の的確な伝達等） 

② 良質な人材の確保（介護福祉士の割合が30％以上等） 

③ 重度障害者への対応（区分５以上である者及び喀痰吸引等を必要とする

者の占める割合が30％以上） 
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  夜勤３人に、前年度の利用者の数の平均値が60を超えて40又はその端数を

増すごとに１人を加えて得た数以上（加える数を１人に限り0.9とすること

ができる。） 

 

（２）共同生活援助 

① グループホームから希望する一人暮らし等に向けた支援の充実（介護サー

ビス包括型、外部サービス利用型） 

・ グループホーム入居中に一人暮らし等を希望するに至った利用者を含め、

一人暮らし等に向けた希望を持つ利用者を支援するため、現行の自立生活

支援加算を拡充し、入居中における一人暮らし等に向けた支援や、居住支

援法人との連携等を評価する。 

・ グループホームの入居前から一人暮らし等をするための支援を希望する

者に対する仕組みとして、共同生活住居（移行支援住居）単位で一人暮ら

し等に向けた一定の期間における集中的な支援を評価する。 

・ グループホームの退居後の一定期間における相談支援や、新住居におけ

る在宅の支援チームへの引継ぎ等の支援を評価する。 

・ 移行支援住居の入居中又は退居後の一定期間におけるピアサポートの専

門性を評価する加算を創設する。 

≪自立生活支援加算の拡充≫ 

［現  行］ 

自立生活支援加算          500単位／回 

 

［見直し後］ 

 イ 自立生活支援加算（Ⅰ）     1,000単位／月 

※ 居宅における単身等での生活を本人が希望し、かつ、可能と見込まれる利

用者の退居に向け、個別支援計画を見直した上で、一人暮らし等に向けた支

援を行った場合に、６月間に限り所定単位数を加算する。 

※ 居住支援法人又は居住支援協議会に対して、月に１回以上、利用者の住宅

の確保及び居住の支援に必要な情報を共有した場合に、更に１月につき35

単位を加算する。 

※ 居住支援法人と共同して、利用者に対して在宅での療養上必要な説明及

び指導を行った上で、（自立支援）協議会や保健・医療・福祉等の関係者に

よる協議の場に対し、住宅の確保及び居住支援に係る課題を報告した場合

に、更に１月につき500単位を加算する。 

ロ 自立生活支援加算（Ⅱ）     500単位／回 

※ 現行の算定要件と同一（日中サービス支援型のみ） 

改訂案ですので
ご注意ください
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ハ 自立生活支援加算（Ⅲ） 

⑴ 利用期間が３年以内の場合       80単位／日 

⑵ 利用期間が３年を超えて４年以内の場合 72単位／日 

⑶ 利用期間が４年を超えて５年以内の場合 56単位／日 

⑷ 利用期間が５年を超える場合      40単位／日 

 ※ 以下の要件を満たす事業所において、居宅における単身等での生活を本

人が希望し、かつ、可能と見込まれる利用者の退居に向け、一人暮らし等に

向けた支援を行った場合に、１日につき所定単位数を加算する。 

  ① 利用者の希望を踏まえた上で、一定期間の支援の実施により、その退居

後に一人暮らし等へ移行することを目的とした住居（移行支援住居）を１

以上有すること。 

② 移行支援住居の定員が２人以上７人以下であること。 

③ 事業所に置くべきサービス管理責任者に加え、専ら移行支援住居に入

居する利用者に対する支援に従事するサービス管理責任者であって、か

つ、社会福祉士又は精神保健福祉士の資格を有するものが７：１以上配置

されていること。 

④ 移行支援住居への入居を希望する利用者の入居に際して会議を開催し

た上で、利用者の意向を反映した個別支援計画を作成すること。 

⑤ 移行支援住居の入居者に対し、住居の確保その他退居後の一人暮らし

等に移行するための活動に関する相談、外出の際の同行、指定障害福祉サ

ービス事業者等、医療機関等との連絡調整等の支援を実施すること。 

⑥ 居住支援法人又は居住支援協議会に対して、定期的に、利用者の住宅の

確保及び居住の支援に必要な情報を共有すること。 

⑦ 居住支援法人と共同して、利用者に対して在宅での療養上必要な説明

及び指導を行った上で、（自立支援）協議会や保健・医療・福祉等の関係

者による協議の場に対し、住宅の確保及び居住支援に係る課題を定期的

に報告すること。 

 

≪退居後共同生活援助サービス費、退居後外部サービス利用型共同生活援助サ

ービス費【新設】≫ 2,000単位／月 

 ※ グループホームを退居した利用者（自立生活支援加算（Ⅰ）又は（Ⅲ）を

算定していた者に限る。）に対し、当該利用者の居宅を訪問して以下の要件

を満たす内容の支援を行った場合に、退居日の属する月から３月間（引き続

き支援することが必要であると市町村が認めた利用者に対しては６月間）

に限り、１月につき所定単位数を算定する。 

① 利用者の一人暮らし等への移行に当たって会議を開催した上で、利用

者の意向を反映した個別支援計画を作成すること。 

② おおむね週１回以上、利用者の居宅を訪問することにより、当該利用者

の心身の状況、その置かれている環境及び日常生活全般の状況等の把握
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を行い、必要な情報の提供及び助言並びに相談、指定障害福祉サービス事

業者等、医療機関等との連絡調整等の支援を実施すること。 

 

≪ピアサポート実施加算、退居後ピアサポート実施加算【新設】≫ 100単位/月 

 ※ 次の要件のいずれにも該当する事業所において、障害者又は障害者であ

ったと都道府県知事が認める者である従業者であって、障害者ピアサポー

ト研修修了者であるものが、利用者に対して、その経験に基づき相談援助を

行った場合に加算する。 

① 自立生活支援加算（Ⅲ）又は退居後（外部サービス利用型）共同生活援

助サービス費を算定していること。 

② 障害者ピアサポート研修修了者を従業者として２名以上（うち１名は

障害者等）配置していること。 

③ ②の者により、当該事業所の従業者に対し、障害者に対する配慮等に関

する研修が年１回以上行われていること。 

 

② 支援の実態に応じた報酬の見直し 

・ 障害支援区分ごとの基本報酬について、重度障害者の受入れなどサービ

スの支援内容や経営の実態等を踏まえて見直す。 

・ 世話人の配置基準に応じた基本報酬区分を改め、サービス提供時間の実

態に応じて加算する報酬体系へと見直す。 

・ 日中支援加算（Ⅱ）について、介護サービス包括型及び外部サービス利

用型においては支援を提供した初日から評価を行うとともに、日中サービ

ス支援型においては廃止する。 

≪基本報酬区分の見直し（介護サービス包括型の例）≫ ※別紙１参照 

［現  行］ 

イ 共同生活援助サービス費（Ⅰ） （世話人の配置４：１以上） 

ロ 共同生活援助サービス費（Ⅱ） （世話人の配置５：１以上） 

ハ 共同生活援助サービス費（Ⅲ） （世話人の配置６：１以上） 

ニ 共同生活援助サービス費（Ⅳ） （体験利用） 

 

［見直し後］ 

イ 共同生活援助サービス費（Ⅰ） （世話人の配置６：１以上） 

ロ 共同生活援助サービス費（Ⅱ） （体験利用） 

 

≪人員配置体制加算【新設】（介護サービス包括型の例）≫ ※別紙５参照 

イ 人員配置体制加算（Ⅰ） 
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 指定共同生活援助事業所に置くべき世話人及び生活支援員に加え、特定

従業者数換算方法（従業者の勤務延べ時間数を除するべき時間数を40時間

として、従業者の員数に換算する方法をいう。）で、利用者の数を12で除し

て得た数以上の世話人又は生活支援員が配置されている事業所において、

利用者に対し、指定共同生活援助等の提供を行った場合に、障害支援区分に

応じ、１日につき所定単位数を加算する。 

ロ 人員配置体制加算（Ⅱ） 

 指定共同生活援助事業所に置くべき世話人及び生活支援員に加え、特定

従業者数換算方法で、利用者の数を30で除して得た数以上の世話人又は生

活支援員が配置されている事業所において、利用者に対し、指定共同生活援

助等の提供を行った場合に、障害支援区分に応じ、１日につき所定単位数を

加算する。 

 

≪日中支援加算（Ⅱ）の見直し≫ 

日中支援加算（Ⅱ） 

⑴ 日中支援対象利用者が１人の場合 

㈠ 区分４から区分６まで 539単位 

㈡ 区分３以下 270単位 

⑵ 日中支援対象利用者が２人以上の場合 

㈠ 区分４から区分６まで 270単位 

㈡ 区分３以下 135単位 

［現  行］ 

 指定共同生活援助事業所、日中サービス支援型指定共同生活援助事業所

（区分２以下に該当する利用者に限る。）又は外部サービス利用型指定共同

生活援助事業所が、生活介護等利用者が心身の状況等によりこれらのサー

ビスを利用することができないとき又は就労することができないときに、

当該利用者に対して日中に支援を行った場合であって、当該支援を行った

日が１月につき２日を超える場合に、当該２日を超える期間について、１日

につき所定単位数を加算する。 

 

［見直し後］ 

 指定共同生活援助事業所又は外部サービス利用型指定共同生活援助事業

所が、生活介護等利用者が心身の状況等によりこれらのサービスを利用す

ることができないとき又は就労することができないときに、当該利用者に

対して日中に支援を行った場合に、１日につき所定単位数を加算する。 

 

③ 支援の質の確保 

・ 運営基準において、各事業所に地域連携推進会議を設置して、地域の関
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係者を含む外部の目（又は第三者による評価）を定期的に入れる取組を義

務付ける。ただし、令和６年度までは経過措置として、事業者の努力義務

とする（施設入所支援も同様。）。 

≪地域との連携等【新設】≫  

① 利用者及びその家族、地域住民の代表者、共同生活援助について知見を有

する者並びに市町村の担当者等により構成される地域連携推進会議を開催

し、おおむね１年に１回以上、運営状況を報告するとともに、必要な要望、

助言等を聴く機会を設けなければならない。 

② 会議の開催のほか、おおむね１年に１回以上、会議の構成員が事業所を見

学する機会を設けなければならない。 

③ ①の報告、要望、助言等についての記録を作成し、これを公表する。 

※ 外部の者による評価及び当該評価の実施状況の公表又はこれに準ずる措

置として都道府県知事が定めるものを講じている場合には、適用しない。 

※ 日中サービス支援型における協議会への報告義務は、これまでと同様。 

※ 上記規定は、令和６年度から努力義務化、令和７年度から義務化。 

 

④ 個人単位の居宅介護等の利用の特例的取扱い（介護サービス包括型、日中

サービス支援型） 

・ 令和６年３月31日までとされている重度障害者に係る利用者ごとの個人

単位での居宅介護等の利用について、当該経過措置を令和９年３月31日ま

で延長する。その上で、居宅介護等を長時間利用する場合については、支

援の実態に応じて基本報酬を見直す。 

≪個人単位の居宅介護等の利用時の基本報酬の見直し≫ ※別紙１参照 

［現  行］ 

 令和６年３月31日までの間、経過措置の適用を受ける利用者に対し、指定

共同生活援助を行った場合に所定単位数を算定する。 

 

［見直し後］ 

 令和９年３月31日までの間、経過措置の適用を受ける利用者に対し、指定

共同生活援助を行った場合に所定単位数を算定する。ただし、所要時間が８

時間以上である場合は、所定単位数の100分の95を算定する。 

 

（３）自立生活援助 

① 対象者の明確化 

・ 同居する家族に疾病、障害等のない場合でも、本人の生活環境が大きく

変わるタイミングなどに手厚い支援が必要となる場合に、サービスが利用
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 別紙１  

障害福祉サービス等の基本報酬の見直しについて 

 

見直し後 現行 

≪訪問系サービス≫ 

第１ 居宅介護 

居宅介護サービス費 

イ 居宅における身体介護が中心である場合 

⑴ 所要時間 30分未満の場合                          256 単位 

⑵ 所要時間 30分以上１時間未満の場合               404 単位 

⑶ 所要時間１時間以上１時間 30分未満の場合          587 単位 

⑷ 所要時間１時間 30分以上２時間未満の場合          669 単位 

⑸ 所要時間２時間以上２時間 30分未満の場合         754 単位 

⑹ 所要時間２時間 30分以上３時間未満の場合          837 単位 

⑺ 所要時間３時間以上の場合       921 単位に所要時間３時

間から計算して所要時間 30 分を増すごとに 83単位を加算した単位数 

ロ 通院等介助（身体介護を伴う場合）が中心である場合 

⑴ 所要時間 30分未満の場合                         256 単位 

⑵ 所要時間 30分以上１時間未満の場合               404 単位 

⑶ 所要時間１時間以上１時間 30分未満の場合         587 単位 

⑷ 所要時間１時間 30分以上２時間未満の場合         669 単位 

⑸ 所要時間２時間以上２時間 30分未満の場合         754 単位 

⑹ 所要時間２時間 30分以上３時間未満の場合         837 単位 

≪訪問系サービス≫ 

第１ 居宅介護 

居宅介護サービス費 

イ 居宅における身体介護が中心である場合 

⑴ 所要時間 30分未満の場合                          255 単位 

⑵ 所要時間 30分以上１時間未満の場合               402 単位 

⑶ 所要時間１時間以上１時間 30分未満の場合          584 単位 

⑷ 所要時間１時間 30分以上２時間未満の場合          666 単位 

⑸ 所要時間２時間以上２時間 30分未満の場合         750 単位 

⑹ 所要時間２時間 30分以上３時間未満の場合          833 単位 

⑺ 所要時間３時間以上の場合       916 単位に所要時間３時

間から計算して所要時間 30 分を増すごとに 83単位を加算した単位数 

ロ 通院等介助（身体介護を伴う場合）が中心である場合 

⑴ 所要時間 30分未満の場合                         255 単位 

⑵ 所要時間 30分以上１時間未満の場合               402 単位 

⑶ 所要時間１時間以上１時間 30分未満の場合         584 単位 

⑷ 所要時間１時間 30分以上２時間未満の場合         666 単位 

⑸ 所要時間２時間以上２時間 30分未満の場合         750 単位 

⑹ 所要時間２時間 30分以上３時間未満の場合         833 単位 



 

136 

 

第２ 共同生活援助 

１ 共同生活援助サービス費（１日につき） 

（削る） 

 

 

 

 

 

 

（削る） 

 

 

 

 

 

 

イ 共同生活援助サービス費(Ⅰ)（６：１の場合） 

⑴ 区分６                                           600 単位 

⑵ 区分５                                          456 単位 

⑶ 区分４                                           372 単位 

⑷ 区分３                                          297 単位 

⑸ 区分２                                          188 単位 

⑹ 区分１以下                                      171 単位 

ロ 共同生活援助サービス費(Ⅱ)（体験利用） 

第２ 共同生活援助 

１ 共同生活援助サービス費（１日につき） 

イ 共同生活援助サービス費(Ⅰ)（４：１の場合） 

⑴ 区分６                                           667 単位 

⑵ 区分５                                          552 単位 

⑶ 区分４                                           471 単位 

⑷ 区分３                                          381 単位 

⑸ 区分２                                          292 単位 

⑹ 区分１以下                                      243 単位 

ロ 共同生活援助サービス費(Ⅱ)（５：１の場合） 

⑴ 区分６                                          616 単位 

⑵ 区分５                                           500 単位 

⑶ 区分４                                          421 単位 

⑷ 区分３                                          331 単位 

⑸ 区分２                                          243 単位 

⑹ 区分１以下                                      198 単位 

ハ 共同生活援助サービス費(Ⅲ)（６：１の場合） 

⑴ 区分６                                          583 単位 

⑵ 区分５                                          467 単位 

⑶ 区分４                                          387 単位 

⑷ 区分３                                          298 単位 

⑸ 区分２                                          209 単位 

⑹ 区分１以下                                      170 単位 

ニ 共同生活援助サービス費(Ⅳ) （体験利用） 
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⑴ 区分６                                          717 単位 

⑵ 区分５                                           569 単位 

⑶ 区分４                                          481 単位 

⑷ 区分３                                          410 単位 

⑸ 区分２                                          290 単位 

⑹ 区分１以下                                      273 単位 

ホ 個人単位で居宅介護等を利用する場合（特例） 

（削る） 

 

 

 

（削る） 

 

 

 

（６：１の場合） 

⑴ 区分６                                       369 単位 

⑵ 区分５                                       306 単位 

⑶ 区分４                                       270 単位 

 

１の２ 日中サービス支援型共同生活援助サービス費（１日につき） 

（削る） 

 

 

⑴ 区分６                                          697 単位 

⑵ 区分５                                          582 単位 

⑶ 区分４                                          501 単位 

⑷ 区分３                                          411 単位 

⑸ 区分２                                          322 単位 

⑹ 区分１以下                      272 単位 

ホ 個人単位で居宅介護等を利用する場合（特例） 

⑴ ４：１の場合 

㈠ 区分６                                       444 単位 

㈡ 区分５                                       398 単位 

㈢ 区分４                                       364 単位 

⑵ ５：１の場合 

㈠ 区分６                                       393 単位 

㈡ 区分５                                       346 単位 

㈢ 区分４                                       314 単位 

⑶ ６：１の場合 

㈠ 区分６                                       359 単位 

㈡ 区分５                                       313 単位 

㈢ 区分４                                       281 単位 

 

１の２ 日中サービス支援型共同生活援助サービス費（１日につき） 

イ 日中サービス支援型共同生活援助サービス費(Ⅰ)（３：１の場合） 

⑴ 区分６                                        1,105 単位 

⑵ 区分５                                          989 単位 
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（削る） 

 

 

 

 

イ 日中サービス支援型共同生活援助サービス費(Ⅰ)（５：１の場合） 

⑴ 区分６                                          997 単位 

⑵ 区分５                                          860 単位 

⑶ 区分４                                          771 単位 

⑷ 区分３                                          524 単位 

ロ 日中サービス支援型共同生活援助サービス費(Ⅱ)（体験利用） 

⑴ 区分６                                        1,168 単位 

⑵ 区分５                                        1,028 単位 

⑶ 区分４                                          938 単位 

⑷ 区分３                                          672 単位 

ハ 日中を当該共同生活住居以外で過ごす場合 

（削る） 

 

 

 

 

 

⑶ 区分４                                          907 単位 

⑷ 区分３                                          650 単位 

ロ 日中サービス支援型共同生活援助サービス費(Ⅱ)（４：１の場合） 

⑴ 区分６                                        1,021 単位 

⑵ 区分５                                          904 単位 

⑶ 区分４                                          822 単位 

⑷ 区分３                                          574 単位 

ハ 日中サービス支援型共同生活援助サービス費(Ⅲ)（５：１の場合） 

⑴ 区分６                                          969 単位 

⑵ 区分５                                          852 単位 

⑶ 区分４                                          770 単位 

⑷ 区分３                                          528 単位 

ニ 日中サービス支援型共同生活援助サービス費(Ⅳ)（体験利用） 

⑴ 区分６                                        1,135 単位 

⑵ 区分５                                        1,019 単位 

⑶ 区分４                                          937 単位 

⑷ 区分３                                          677 単位 

ホ 日中を当該共同生活住居以外で過ごす場合 

⑴ ３：１の場合 

㈠ 区分６                                       910 単位 

㈡ 区分５                                       793 単位 

㈢ 区分４                                       712 単位 

㈣ 区分３                                       563 単位 

㈤ 区分２                                       414 単位 
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（削る） 

 

 

 

 

 

 

（５：１の場合） 

⑴ 区分６                                       765 単位 

⑵ 区分５                                       627 単位 

⑶ 区分４                                       539 単位 

⑷ 区分３                                       407 単位 

⑸ 区分２                                       270 単位 

⑹ 区分１以下                                   253 単位 

ニ 体験利用の場合（日中を当該共同生活住居以外で過ごす者） 

⑴ 区分６                                        929 単位 

⑵ 区分５                                        787 単位 

⑶ 区分４                                        695 単位 

⑷ 区分３                                        546 単位 

⑸ 区分２                                        408 単位 

⑹ 区分１以下                                    389 単位 

ホ 個人単位で居宅介護等を利用する場合の特例（日中を当該共同生活住

居で過ごす者） 

㈥ 区分１以下                                   360 単位 

⑵ ４：１の場合 

㈠ 区分６                                       826 単位 

㈡ 区分５                                       709 単位 

㈢ 区分４                                       627 単位 

㈣ 区分３                                       486 単位 

㈤ 区分２                                       337 単位 

㈥ 区分１以下                                   292 単位 

⑶ ５：１の場合 

㈠ 区分６                                       774 単位 

㈡ 区分５                                       657 単位 

㈢ 区分４                                       575 単位 

㈣ 区分３                                       440 単位 

㈤ 区分２                                       292 単位 

㈥ 区分１以下                                   252 単位 

⑷ 体験利用の場合 

㈠ 区分６                                        940 単位 

㈡ 区分５                                        824 単位 

㈢ 区分４                                        742 単位 

㈣ 区分３                                        590 単位 

㈤ 区分２                                        441 単位 

㈥ 区分１以下                                    387 単位 

ヘ 個人単位で居宅介護等を利用する場合の特例（日中を当該共同生活住

居で過ごす者） 
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（削る） 

 

 

 

（削る） 

 

 

 

（５：１の場合） 

⑴ 区分６                                       565 単位 

⑵ 区分５                                       505 単位 

⑶ 区分４                                       467 単位 

ヘ 個人単位で居宅介護等を利用する場合の特例（日中を当該共同生活住

居以外で過ごす者） 

（削る） 

 

 

 

（削る） 

 

 

 

（５：１の場合） 

⑴ 区分６                                       454 単位 

⑴ ３：１の場合 

㈠ 区分６                                       698 単位 

㈡ 区分５                                       651 単位 

㈢ 区分４                                       617 単位 

⑵ ４：１の場合 

㈠ 区分６                                       612 単位 

㈡ 区分５                                       566 単位 

㈢ 区分４                                       533 単位 

⑶ ５：１の場合 

㈠ 区分６                                       561 単位 

㈡ 区分５                                       515 単位 

㈢ 区分４                                       482 単位 

ト 個人単位で居宅介護等を利用する場合の特例（日中を当該共同生活住

居以外で過ごす者） 

⑴ ３：１の場合 

㈠ 区分６                                       605 単位 

㈡ 区分５                                       558 単位 

㈢ 区分４                                       525 単位 

⑵ ４：１の場合 

㈠ 区分６                                       520 単位 

㈡ 区分５                                       474 単位 

㈢ 区分４                                       440 単位 

⑶ ５：１の場合 

㈠ 区分６                                       469 単位 
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⑵ 区分５                                       394 単位 

⑶ 区分４                                       356 単位 

 

１の２の２ 外部サービス利用型共同生活援助サービス費（１日につ

き） 

（削る） 

（削る） 

イ 外部サービス利用型共同生活援助サービス費(Ⅰ) (6:1)  171 単位 

ロ 外部サービス利用型共同生活援助サービス費(Ⅱ) (10:1)  115 単位 

ハ 外部サービス利用型共同生活援助サービス費(Ⅲ) (体験)  273 単位 

 

※ 人員配置体制加算 

事業所に置くべき従業者に加え、一定数以上の従業者が配置されて

いる事業所において、１日につき所定単位数を加算する。 

 

１の２の３ 退居後共同生活援助サービス費        2,000 単位 

１の２の４ 退居後外部サービス利用型共同生活援助サービス費 

                            2,000 単位 

１の３ 受託居宅介護サービス費 

イ 所要時間 15分未満の場合                       96 単位 

ロ 所要時間 15分以上 30 分未満の場合                  194 単位 

ハ 所要時間 30分以上１時間 30分未満の場合 263 単位に所要時間 30

分から計算して所要時間が 15 分を増すごとに 87単位を加算した単位

数 

㈡ 区分５                                       422 単位 

㈢ 区分４                                       389 単位 

 

１の２の２ 外部サービス利用型共同生活援助サービス費（１日につ

き） 

イ 外部サービス利用型共同生活援助サービス費(Ⅰ)(4:1)  243 単位 

ロ 外部サービス利用型共同生活援助サービス費(Ⅱ)(5:1)  198 単位 

ハ 外部サービス利用型共同生活援助サービス費(Ⅲ)(6:1)  170 単位 

ニ 外部サービス利用型共同生活援助サービス費(Ⅳ)(10:1)  114 単位 

ホ 外部サービス利用型共同生活援助サービス費(Ⅴ)(体験)  272 単位 

 

 

 

 

 

（新設） 

（新設） 

 

１の３ 受託居宅介護サービス費 

イ 所要時間 15分未満の場合                       96 単位 

ロ 所要時間 15分以上 30 分未満の場合                  193 単位 

ハ 所要時間 30分以上１時間 30分未満の場合 262 単位に所要時間 30

分から計算して所要時間が 15 分を増すごとに 87単位を加算した単位

数 
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ニ 所要時間１時間 30分以上の場合 564 単位に所要時間１時間 30 分

から計算して所要時間が 15 分を増すごとに 37単位を加算した単位数 

 

第３ 自立生活援助 

自立生活援助サービス費 

イ 自立生活援助サービス費(Ⅰ) 

⑴ 利用者数を地域生活支援員の人数で除した数が 30 未満 1,566 単位 

⑵ 利用者数を地域生活支援員の人数で除した数が 30 以上 1,095 単位 

ロ 自立生活援助サービス費(Ⅱ) 

⑴ 利用者数を地域生活支援員の人数で除した数が 30 未満 1,172 単位 

⑵ 利用者数を地域生活支援員の人数で除した数が 30 以上  821 単位 

ハ 自立生活援助サービス費(Ⅲ)               700 単位 

 

≪訓練系サービス≫ 

第１ 自立訓練（機能訓練） 

機能訓練サービス費（１日につき） 

イ 機能訓練サービス費(Ⅰ) 

⑴ 利用定員が 20 人以下                              819 単位 

⑵ 利用定員が 21 人以上 40 人以下                      732 単位 

⑶ 利用定員が 41 人以上 60 人以下                         695 単位 

⑷ 利用定員が 61 人以上 80 人以下                         667 単位 

⑸ 利用定員が 81 人以上                                 629 単位 

ロ 機能訓練サービス費(Ⅱ) 

⑴ 所要時間１時間未満の場合                             265 単位 

ニ 所要時間１時間 30分以上の場合 561 単位に所要時間１時間 30 分

から計算して所要時間が 15 分を増すごとに 37単位を加算した単位数 

 

第３ 自立生活援助 

自立生活援助サービス費 

イ 自立生活援助サービス費(Ⅰ) 

⑴ 利用者数を地域生活支援員の人数で除した数が 30 未満 1,558 単位 

⑵ 利用者数を地域生活支援員の人数で除した数が 30 以上 1,090 単位 

ロ 自立生活援助サービス費(Ⅱ) 

⑴ 利用者数を地域生活支援員の人数で除した数が 30 未満 1,166 単位 

⑵ 利用者数を地域生活支援員の人数で除した数が 30 以上  817 単位 

（新設） 

 

≪訓練系サービス≫ 

第１ 自立訓練（機能訓練） 

機能訓練サービス費（１日につき） 

イ 機能訓練サービス費(Ⅰ) 

⑴ 利用定員が 20 人以下                              815 単位 

⑵ 利用定員が 21 人以上 40 人以下                      728 単位 

⑶ 利用定員が 41 人以上 60 人以下                         692 単位 

⑷ 利用定員が 61 人以上 80 人以下                         664 単位 

⑸ 利用定員が 81 人以上                                 626 単位 

ロ 機能訓練サービス費(Ⅱ) 

⑴ 所要時間１時間未満の場合                             255 単位 



 

186 

 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

別紙２

８ 

お問合せは処遇改善専用ヘルプデスク０３－５３２０－４２３０（直通）へ
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福祉・介護職員等処遇改善加算の加算率について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※経過措置区分として、令和６年度末まで福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)(1)～(14)を設ける。 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ(1) Ⅴ(2) Ⅴ(3) Ⅴ(4) Ⅴ(5) Ⅴ(6) Ⅴ(7) Ⅴ(8) Ⅴ(9) Ⅴ(10) Ⅴ(11) Ⅴ(12) Ⅴ(13) Ⅴ(14)

41.7% 40.2% 34.7% 27.3% 37.2% 34.3% 35.7% 32.8% 29.8% 28.3% 25.4% 30.2% 23.9% 20.9% 22.8% 19.4% 18.4% 13.9%

34.3% 32.8% 27.3% 21.9% 29.8% 28.9% 28.3% 27.4% 24.4% 22.9% 22.4% 22.8% 20.9% 17.9% 17.4% 16.4% 15.4% 10.9%

41.7% 40.2% 34.7% 27.3% 37.2% 34.3% 35.7% 32.8% 29.8% 28.3% 25.4% 30.2% 23.9% 20.9% 22.8% 19.4% 18.4% 13.9%

38.2% 36.7% 31.2% 24.8% 33.7% 31.8% 32.2% 30.3% 27.3% 25.8% 24.0% 26.7% 22.5% 19.5% 20.3% 18.0% 17.0% 12.5%

22.3% 16.2% 13.8% 17.8% 19.9% 15.4% 17.0% 11.7% 12.5% 9.3% 10.9% 6.4%

8.1% 8.0% 6.7% 5.5% 7.0% 6.9% 6.9% 6.8% 5.8% 5.7% 5.5% 5.6% 5.4% 4.4% 4.4% 4.3% 4.1% 3.0%

15.9% 13.8% 11.5% 13.1% 13.6% 10.8% 10.8% 11.0% 8.0% 8.7% 8.7% 5.9%

15.9% 13.8% 11.5% 13.1% 13.6% 10.8% 10.8% 11.0% 8.0% 8.7% 8.7% 5.9%

13.7% 13.5% 11.6% 9.9% 10.9% 12.0% 10.7% 11.8% 9.2% 9.0% 9.9% 8.8% 9.7% 7.1% 7.1% 6.9% 7.8% 5.0%

13.8% 13.4% 9.8% 8.0% 12.0% 12.0% 11.6% 11.6% 10.2% 9.8% 9.8% 8.0% 9.4% 8.0% 6.2% 7.6% 5.8% 4.0%

13.8% 13.4% 9.8% 8.0% 12.0% 12.0% 11.6% 11.6% 10.2% 9.8% 9.8% 8.0% 9.4% 8.0% 6.2% 7.6% 5.8% 4.0%

10.3% 10.1% 8.6% 6.9%

10.3% 10.1% 8.6% 6.9% 9.0% 8.6% 8.8% 8.4% 7.3% 7.1% 6.5% 7.3% 6.3% 5.2% 5.6% 5.0% 4.8% 3.5%

9.6% 9.4% 7.9% 6.3% 8.3% 8.0% 8.1% 7.8% 6.7% 6.5% 6.2% 6.6% 6.0% 4.9% 5.0% 4.7% 4.5% 3.2%

9.3% 9.1% 7.6% 6.2% 8.0% 7.9% 7.8% 7.7% 6.6% 6.4% 6.1% 6.3% 5.9% 4.8% 4.9% 4.6% 4.4% 3.1%

10.3% 8.6% 6.9% 9.0% 8.6% 7.3% 6.5% 7.3% 5.2% 5.6% 4.8% 3.5%

10.3% 10.1% 8.6% 6.9% 9.0% 8.6% 8.8% 8.4% 7.3% 7.1% 6.5% 7.3% 6.3% 5.2% 5.6% 5.0% 4.8% 3.5%

14.7% 14.4% 12.8% 10.5% 12.1% 12.4% 11.8% 12.1% 9.8% 9.5% 9.6% 10.2% 9.3% 7.0% 7.9% 6.7% 7.7% 5.1%

14.7% 14.4% 12.8% 10.5% 12.1% 12.4% 11.8% 12.1% 9.8% 9.5% 9.6% 10.2% 9.3% 7.0% 7.9% 6.7% 7.7% 5.1%

21.1% 20.8% 19.2% 15.2% 18.5% 17.1% 18.2% 16.8% 14.5% 14.2% 12.2% 16.6% 11.9% 9.6% 12.6% 9.3% 10.3% 7.7%

13.1% 12.8% 11.8% 9.6% 11.1% 10.9% 10.8% 10.6% 8.9% 8.6% 8.3% 9.8% 8.0% 6.3% 7.6% 6.0% 7.0% 5.0%

17.6% 17.3% 16.3% 12.9% 15.6% 14.2% 15.3% 13.9% 12.2% 11.9% 10.1% 14.3% 9.8% 8.1% 10.9% 7.8% 8.8% 6.8%

13.4% 13.1% 12.1% 9.8% 11.4% 11.1% 11.1% 10.8% 9.1% 8.8% 8.4% 10.1% 8.1% 6.4% 7.8% 6.1% 7.1% 5.1%

12.9% 11.8% 9.6% 10.9% 10.7% 8.7% 8.1% 9.8% 6.1% 7.6% 7.0% 5.0%

12.9% 11.8% 9.6% 10.9% 10.7% 8.7% 8.1% 9.8% 6.1% 7.6% 7.0% 5.0%

21.1% 20.7% 16.8% 14.1% 17.3% 18.4% 16.9% 18.0% 14.6% 14.2% 15.2% 13.0% 14.8% 11.4% 10.3% 11.0% 10.9% 7.1%

19.1% 18.7% 14.8% 12.7% 15.3% 17.0% 14.9% 16.6% 13.2% 12.8% 14.4% 11.0% 14.0% 10.6% 8.9% 10.2% 10.1% 6.3%

10.1% 8.4% 6.7% 9.0% 8.4% 7.3% 6.5% 7.3% 5.4% 5.6% 4.8% 3.7%

12.5% 9.9% 8.1% 10.7% 10.7% 8.9% 8.5% 8.1% 6.7% 6.3% 5.9% 4.1%

12.5% 9.9% 8.1% 10.7% 10.7% 8.9% 8.5% 8.1% 6.7% 6.3% 5.9% 4.1%

10.7% 8.9% 7.1% 9.4% 8.9% 7.6% 6.7% 7.6% 5.4% 5.8% 4.9% 3.6%

10.5% 8.7% 6.9% 9.2% 8.7% 7.4% 6.6% 7.4% 5.3% 5.6% 4.8% 3.5%

10.4% 8.6% 6.9% 9.1% 8.7% 7.4% 6.6% 7.3% 5.3% 5.6% 4.8% 3.5%

居宅訪問型児童発達支援

保育所等訪問支援

福祉型障害児入所施設

医療型障害児入所施設

障害者支援施設が行う生活介護

障害者支援施設が行う自立訓練（機能訓練）

障害者支援施設が行う自立訓練（生活訓練）

障害者支援施設が行う就労移行支援

障害者支援施設が行う就労継続支援Ａ型

障害者支援施設が行う就労継続支援Ｂ型

放課後等デイサービス

自立訓練（生活訓練）

就労移行支援

就労継続支援Ａ型

就労継続支援Ｂ型

就労定着支援

自立生活援助

就労選択支援

共同生活援助（介護サービス包括型 ）

共同生活援助（日中サービス支援型）

共同生活援助（外部サービス利用型）

児童発達支援

医療型児童発達支援

自立訓練（機能訓練）

サービス区分

福祉・介護職員等処遇改善

居宅介護

重度訪問介護

同行援護

行動援護

重度障害者等包括支援

生活介護

施設入所支援

短期入所

療養介護

お問合せは処遇改善専用ヘルプデスク０３－５３２０－４２３０（直通）へ
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○ 令和６～８年度における地域区分の適用地域（障害者サービス） 

  

別紙３

８ 

１級地

（１８％）

東京都 特別区

２級地

（１５％）

東京都

神奈川県

大阪府

町田市、狛江市、多摩市

横浜市、川崎市

大阪市

３級地

（１２％）

東京都 調布市 埼玉県

千葉県

東京都

神奈川県

愛知県

大阪府

兵庫県

さいたま市、和光市

千葉市、成田市

八王子市、武蔵野市、三鷹市、青梅市、府中

市、小金井市、小平市、日野市、東村山市、

国分寺市、国立市、福生市、清瀬市、東久留

米市、稲城市、西東京市

鎌倉市

名古屋市

守口市、大東市、門真市

芦屋市

千葉県

大阪府

印西市

四條畷市

４級地

（１０％）

千葉県

神奈川県

愛知県

浦安市

厚木市

刈谷市、豊田市

茨城県

埼玉県

千葉県

東京都

神奈川県

大阪府

兵庫県

牛久市

志木市

船橋市、習志野市

立川市、昭島市、東大和市

相模原市、藤沢市、逗子市、海老名市

豊中市、池田市、吹田市、高槻市、寝屋川

市、箕面市

神戸市、西宮市、宝塚市

千葉県 袖ケ浦市

５級地

（６％）

、 神奈川県 横須賀市 茨城県

埼玉県

千葉県

東京都

神奈川県

愛知県

滋賀県

京都府

大阪府

兵庫県

広島県

福岡県

水戸市、日立市、土浦市、石岡市、取手市、つくば市、守谷市

朝霞市、新座市、ふじみ野市

市川市、松戸市、佐倉市、市原市、八千代市、四街道市、栄町

羽村市、あきる野市、日の出町

平塚市、小田原市、茅ヶ崎市、大和市、伊勢原市、座間市、綾瀬

市、寒川町、愛川町

みよし市

大津市、草津市

京都市

堺市、枚方市、茨木市、八尾市、松原市、摂津市、高石市、東大阪

市、交野市

尼崎市、伊丹市、川西市、三田市

広島市、府中町

福岡市、春日市

６級地

（３％）

神奈川県 三浦市 茨城県

埼玉県

神奈川県

愛知県

滋賀県

京都府

龍ケ崎市

川口市、草加市、戸田市、八潮市

葉山町

知立市、豊明市

栗東市

長岡京市

宮城県

茨城県

栃木県

群馬県

埼玉県

千葉県

東京都

神奈川県

岐阜県

静岡県

愛知県

三重県

滋賀県

京都府

大阪府

兵庫県

奈良県

福岡県

仙台市、多賀城市

古河市、利根町

宇都宮市、野木町

高崎市

川越市、行田市、所沢市、飯能市、加須市、東松山市、春日部市、狭山市、羽生市、鴻巣市、上尾

市、越谷市、蕨市、入間市、桶川市、久喜市、北本市、富士見市、三郷市、蓮田市、坂戸市、幸手

市、鶴ヶ島市、吉川市、白岡市、伊奈町、三芳町、宮代町、杉戸町、松伏町

木更津市、野田市、茂原市、柏市、流山市、我孫子市、鎌ケ谷市、白井市、酒々井町

武蔵村山市、瑞穂町、檜原村、奥多摩町

秦野市、大磯町、二宮町、清川村

岐阜市

静岡市

岡崎市、瀬戸市、春日井市、津島市、碧南市、安城市、西尾市、稲沢市、大府市、尾張旭市、日進

市、愛西市、清須市、北名古屋市、弥富市、あま市、長久手市、東郷町、豊山町、大治町、蟹江町、

飛島村

津市、四日市市、桑名市、鈴鹿市、亀山市

彦根市、守山市、甲賀市

宇治市、亀岡市、向日市、八幡市、京田辺市、木津川市、精華町

岸和田市、泉大津市、貝塚市、泉佐野市、富田林市、河内長野市、和泉市、柏原市、羽曳野市、藤

井寺市、泉南市、大阪狭山市、阪南市、島本町、豊能町、能勢町、忠岡町、熊取町、田尻町、岬

町、太子町、河南町、千早赤阪村

明石市、猪名川町

奈良市、大和郡山市、生駒市

大野城市、福津市

栃木県

奈良県

下野市

大和高田市

７級地

（３％）

茨城県 かすみがうら市 愛知県

京都府

福岡県

一宮市、江南市、岩倉市

城陽市、大山崎町、久御山町

太宰府市、糸島市、那珂川市、粕屋町

北海道

茨城県

栃木県

群馬県

埼玉県

千葉県

神奈川県

新潟県

富山県

石川県

福井県

山梨県

長野県

岐阜県

静岡県

愛知県

三重県

滋賀県

京都府

兵庫県

奈良県

和歌山県

岡山県

広島県

山口県

徳島県

香川県

福岡県

長崎県

札幌市

結城市、下妻市、常総市、笠間市、ひたちなか市、那珂市、筑西市、坂東市、稲敷市、桜川市、つくばみら

い市、小美玉市、大洗町、東海村、阿見町、河内町、八千代町、五霞町、境町

栃木市、鹿沼市、日光市、小山市、真岡市、大田原市、さくら市、壬生町

前橋市、伊勢崎市、太田市、渋川市、玉村町

熊谷市、深谷市、日高市、毛呂山町、越生町、滑川町、嵐山町、川島町、吉見町、鳩山町、ときがわ町、寄

居町

東金市、君津市、富津市、八街市、富里市、山武市、大網白里市、長柄町、長南町

山北町、箱根町

新潟市

富山市

金沢市、内灘町

福井市

甲府市

長野市、松本市、上田市、岡谷市、飯田市、諏訪市、伊那市、下諏訪町

大垣市、高山市、多治見市、関市、美濃加茂市、各務原市、可児市

浜松市、沼津市、三島市、富士宮市、島田市、富士市、磐田市、焼津市、掛川市、藤枝市、御殿場市、袋

井市、裾野市、湖西市、函南町、清水町、長泉町、小山町、川根本町、森町

豊橋市、半田市、豊川市、蒲郡市、犬山市、常滑市、小牧市、新城市、東海市、知多市、高浜市、田原市、

大口町、扶桑町、阿久比町、東浦町、幸田町、設楽町、東栄町、豊根村

名張市、いなべ市、伊賀市、木曽岬町、東員町、菰野町、朝日町、川越町

長浜市、野洲市、湖南市、高島市、東近江市、米原市、日野町

井手町

姫路市、加古川市、三木市、高砂市、小野市、加西市、丹波篠山市、加東市、稲美町、播磨町

天理市、橿原市、桜井市、御所市、香芝市、葛城市、宇陀市、山添村、平群町、三郷町、斑鳩町、安堵町、

川西町、三宅町、田原本町、曽爾村、明日香村、上牧町、王寺町、広陵町、河合町

和歌山市、橋本市、紀の川市、岩出市、かつらぎ町

岡山市

東広島市、廿日市市、海田町、熊野町、坂町

周南市

徳島市

高松市

北九州市、飯塚市、筑紫野市

長崎市

岐阜県

滋賀県

岐南町、笠松町

多賀町

その他

（０％）

神奈川県 中井町 群馬県

神奈川県

山梨県

長野県

滋賀県

広島県

福岡県

榛東村、吉岡町

南足柄市

南部町

塩尻市

近江八幡市、竜王町

呉市

古賀市

現

行

の

障

害

者

の

地

域

区

分

全ての都道府県１級地から７級地以外の地域

見直し後の障害者の地域区分

１級地

（２０％）

２級地

（１６％）

３級地

（１５％）

４級地

（１２％）

５級地

（１０％）

６級地

（６％）

７級地

（３％）

その他

（０％）
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 別紙４  

重度障害者支援加算の拡充 

①生活介護・施設入所支援の場合 

見直し後 現行 
ロ 重度障害者支援加算（Ⅱ） 

 

 

 

（一）生活支援員のうち20％以上の基礎研修修了者を配置し、区分６かつ

行動関連項目10点以上の者に対して、実践研修修了者作成の支援計画

シート等に基づき個別支援を行った場合           360単位／日 

※ 個別支援を開始した日から180日以内は＋500単位／日 

 

（二）（一）を満たした上で、行動関連項目18点以上の者に対して、中核人材

養成研修修了者作成の支援計画シート等に基づき個別支援を行った場

合                                   （一）に加え＋150単位／日 

 ※ 個別支援を開始した日から180日以内は（一）※に加え＋200単位／日 

 

ハ 重度障害者支援加算（Ⅲ） 

（一）生活支援員のうち20％以上の基礎研修修了者を配置し、区分４以上

かつ行動関連項目10点以上の者に対して、実践研修修了者作成の支援

計画シート等に基づき個別支援を行った場合       180単位／日 

※ 個別支援を開始した日から180日以内は＋400単位／日 

 

ロ 重度障害者支援加算（Ⅱ） 

（一）実践研修修了者が支援計画シート等の作成を行う体制を整えた場合 

                    ７単位／日 

 

（二）基礎研修修了者が行動関連項目10点以上の者に個別支援を行った場合       

180単位／日 

 ※ 個別支援を開始した日から180日以内は＋500単位／日 



 

192 

 

 

③共同生活援助の場合 

見直し後 現行 
 イ 重度障害者支援加算（Ⅰ） 

（一）生活支援員のうち20％以上の基礎研修修了者を配置し、区分６かつ行

動関連項目10点以上の者に対して、実践研修修了者作成の支援計画シー

ト等に基づき個別支援を行った場合               360単位／日 

※ 個別支援を開始した日から180日以内は＋500単位／日 

 

（二）（一）を満たした上で、行動関連項目18点以上の者に対して、中核人材

養成研修修了者作成の支援計画シート等に基づき個別支援を行った場合 

 （一）に加え＋150単位／日 

 ※ 個別支援を開始した日から180日以内は（一）※に加え＋200単位／日 

 

ロ 重度障害者支援加算（Ⅱ） 

（一）生活支援員のうち20％以上の基礎研修修了者を配置し、区分４以上か

つ行動関連項目10点以上の者に対して、実践研修修了者作成の支援計画

シート等に基づき個別支援を行った場合           180単位／日 

※ 個別支援を開始した日から180日以内は＋400単位／日 

 

（二）（一）を満たした上で、行動関連項目18点以上の者に対して、中核人材

養成研修修了者作成の支援計画シート等に基づき個別支援を行った場合 

（一）に加え＋150単位／日 

※ 個別支援を開始した日から180日以内は（一）※に加え＋200単位／日 

イ 重度障害者支援加算（Ⅰ） 

生活支援員のうち20％以上の基礎研修修了者を配置し、区分６かつ行動

関連項目10点以上の者に対して、実践研修修了者作成の支援計画シート等

に基づき個別支援を行った場合             360単位／日 

 

 

 

 

 

 

 

ロ 重度障害者支援加算（Ⅱ） 

生活支援員のうち20％以上の基礎研修修了者を配置し、区分４以上かつ

行動関連項目10点以上の者に対して、実践研修修了者作成の支援計画シー

ト等に基づき個別支援を行った場合           180単位／日 

 



 

193 

 

別紙５  

 

共同生活援助における人員配置体制加算の創設について 

 

 

（介護サービス包括型） 

イ 人員配置体制加算(Ⅰ) （加配12:1） 

⑴ 区分４以上                         83単位 

⑵ 区分３以下                         77単位 

  イについては、別に厚生労働大臣が定める施設基準（基準上の人員に加え、特定従業者数換算方法※で12:1以上の世話人等を配置）に適合している

事業所において、利用者に対し、指定共同生活援助等の提供を行った場合に、障害支援区分に応じ、１日につき所定単位数を加算する。 

ロ 人員配置体制加算(Ⅱ) （加配30:1） 

⑴ 区分４以上                         33単位 

⑵ 区分３以下                         31単位 

   ロについては、別に厚生労働大臣が定める施設基準（基準上の人員に加え、特定従業者数換算方法で30:1以上の世話人等を配置）に適合している事

業所において、利用者に対し、指定共同生活援助等の提供を行った場合に、障害支援区分に応じ、１日につき所定単位数を加算する。ただし、この場合

において、イを算定している場合は、算定しない。 

ハ 人員配置体制加算(Ⅲ)（加配12:1、個人単位特例）        84単位 

  ハについては、別に厚生労働大臣が定める施設基準（基準上の人員に加え、特定従業者数換算方法で12:1以上の世話人等を配置）に適合している事

業所において、令和９年３月31日までの間、指定障害福祉サービス基準附則第18条の２第１項又は第２項の規定の適用を受ける利用者に対し、指定

共同生活援助を行った場合に、１日につき所定単位数（これらの規定に基づく居宅介護又は重度訪問介護の利用について、所要時間が８時間以上であ

る場合にあっては、所定単位数の100分の95に相当する単位数とする。）を加算する。ただし、この場合において、イ又はロを算定している場合は、

算定しない。 
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ニ 人員配置体制加算(Ⅳ)（加配30:1、個人単位特例）        33単位 

   ニについては、別に厚生労働大臣が定める施設基準（基準上の人員に加え、特定従業者数換算方法で30:1以上の世話人等を配置）に適合している事

業所において、令和９年３月31日までの間、指定障害福祉サービス基準附則第18条の２第１項又は第２項の規定の適用を受ける利用者に対し、指定共

同生活援助を行った場合に、１日につき所定単位数（これらの規定に基づく居宅介護又は重度訪問介護の利用について、所要時間が８時間以上である場

合にあっては、所定単位数の100分の95に相当する単位数とする。）を加算する。ただし、この場合において、イからハまでを算定している場合は、算

定しない。 

 

（日中サービス支援型） 

ホ 人員配置体制加算(Ⅴ)（加配7.5:1） 

⑴ 区分４以上                         138単位 

⑵ 区分３                           121単位 

  ホについては、別に厚生労働大臣が定める施設基準（基準上の人員に加え、特定従業者数換算方法で7.5:1以上の世話人等を配置）に適合している

事業所において、利用者に対して、日中サービス支援型指定共同生活援助等の提供を行った場合に、障害支援区分に応じ、１日につき所定単位数を加

算する。 

ヘ 人員配置体制加算(Ⅵ)（加配20:1） 

⑴ 区分４以上                         53単位 

⑵ 区分３                           45単位 

   ヘについては、別に厚生労働大臣が定める施設基準（基準上の人員に加え、特定従業者数換算方法で20:1以上の世話人等を配置）に適合している事

業所において、利用者に対して、日中サービス支援型指定共同生活援助等の提供を行った場合に、障害支援区分に応じ、１日につき所定単位数を加算す

る。ただし、この場合において、ホを算定している場合は、算定しない。 

ト 人員配置体制加算(Ⅶ)（加配7.5:1、日中住居以外） 

⑴ 区分４以上                         131単位 

⑵ 区分３以下                         112単位 
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 トについては、別に厚生労働大臣が定める施設基準（基準上の人員に加え、特定従業者数換算方法で7.5:1以上の世話人等を配置）に適合している

事業所において、日中を共同生活住居以外の場所で過ごす利用者に対し、日中サービス支援型指定共同生活援助を行った場合は利用者に対して、日中

サービス支援型指定共同生活援助等の提供を行った場合に、障害支援区分に応じ、１日につき所定単位数を加算する。ただし、この場合において、ホ

又はヘを算定している場合は、算定しない。 

チ 人員配置体制加算(Ⅷ)（加配20:1、日中住居以外） 

⑴ 区分４以上                         50単位 

⑵ 区分３以下                         42単位 

   チについては、別に厚生労働大臣が定める施設基準（基準上の人員に加え、特定従業者数換算方法で20:1以上の世話人等を配置）に適合している事

業所において、日中を共同生活住居以外の場所で過ごす利用者に対し、日中サービス支援型指定共同生活援助を行った場合は利用者に対して、日中サー

ビス支援型指定共同生活援助等の提供を行った場合に、障害支援区分に応じ、１日につき所定単位数を加算する。ただし、この場合において、ホからト

までを算定している場合は、算定しない 

リ 人員配置体制加算(Ⅸ)（加配7.5:1、個人単位特例）       134単位 

   リについては、別に厚生労働大臣が定める施設基準（基準上の人員に加え、特定従業者数換算方法で7.5:1以上の世話人等を配置）に適合している事

業所において、令和９年３月31日までの間、指定障害福祉サービス基準附則第18条の２第１項又は第２項の規定の適用を受ける利用者に対し、日中サ

ービス支援型指定共同生活援助を行った場合に、１日につき所定単位数（これらの規定に基づく居宅介護又は重度訪問介護の利用について、所要時間が

８時間以上である場合にあっては、所定単位数の100分の95に相当する単位数とする。）を加算する。ただし、この場合において、ホからチまでを算定

している場合は、算定しない。 

ヌ 人員配置体制加算(Ⅹ)（加配20:1、個人単位特例）        50単位 

  ヌについては、別に厚生労働大臣が定める施設基準（基準上の人員に加え、特定従業者数換算方法で20:1以上の世話人等を配置）に適合しているも

のとして都道府県知事に届け出た日中サービス支援型指定共同生活援助事業所において、令和９年３月31日までの間、指定障害福祉サービス基準附則

第18条の２第１項又は第２項の規定の適用を受ける利用者に対し、日中サービス支援型指定共同生活援助を行った場合に、１日につき所定単位数（こ

れらの規定に基づく居宅介護又は重度訪問介護の利用について、所要時間が８時間以上である場合にあっては、所定単位数の100分の95に相当する単

位数とする。）を加算する。ただし、この場合において、ホからリまでを算定している場合は、算定しない。 

ル 人員配置体制加算(Ⅺ)（加配7.5:1、個人単位特例、日中住居以外） 128単位 
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ルについては、別に厚生労働大臣が定める施設基準（基準上の人員に加え、特定従業者数換算方法で7.5:1以上の世話人等を配置）に適合している

事業所において、令和９年３月31日までの間、指定障害福祉サービス基準附則第18条の２第１項又は第２項の規定の適用を受ける利用者であって、

日中を共同生活住居以外の場所で過ごす者に対し、日中サービス支援型指定共同生活援助を行った場合に、１日につき所定単位数（これらの規定に基

づく居宅介護又は重度訪問介護の利用について、所要時間が８時間以上である場合にあっては、所定単位数の100分の95に相当する単位数とする。）

を加算する。ただし、この場合において、ホからヌまでを算定している場合は、算定しない。 

ヲ 人員配置体制加算(Ⅻ)（加配20:1、個人単位特例、日中住居以外）  49単位 

   ヲについては、別に厚生労働大臣が定める施設基準（基準上の人員に加え、特定従業者数換算方法で20:1以上の世話人等を配置）に適合しているも

のとして都道府県知事に届け出た日中サービス支援型指定共同生活援助事業所において、令和９年３月31日までの間、指定障害福祉サービス基準附則

第18条の２第１項又は第２項の規定の適用を受ける利用者であって、日中を共同生活住居以外の場所で過ごす者に対し、日中サービス支援型指定共同

生活援助を行った場合に、１日につき所定単位数（これらの規定に基づく居宅介護又は重度訪問介護の利用について、所要時間が８時間以上である場合

にあっては、所定単位数の100分の95に相当する単位数とする。）を加算する。ただし、この場合において、ホからルまでを算定している場合は、算定

しない。 

 

（外部サービス利用型） 

ワ 人員配置体制加算(ⅩⅢ)（加配12:1）               73単位 

   ワについては、別に厚生労働大臣が定める施設基準（基準上の人員に加え、特定従業者数換算方法で12:1以上の世話人を配置）に適合している事業

所において、利用者に対し、外部サービス利用型指定共同生活援助を行った場合に、１日につき所定単位数を加算する。 

カ 人員配置体制加算(ⅩⅣ)（加配30:1）               28単位 

   カについては、別に厚生労働大臣が定める施設基準（基準上の人員に加え、特定従業者数換算方法で30:1以上の世話人を配置）に適合している事業

所において、利用者に対し、外部サービス利用型指定共同生活援助を行った場合に、１日につき所定単位数を加算する。ただし、この場合において、ワ

を算定している場合は、算定しない。  

 

※ 「特定従業者数換算方法」とは、従業者の勤務延べ時間数を除するべき時間数を40時間として、本加算の算定に当たっての従業者の員数に換算する方法をいう。
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共同生活援助サービス費 ・・・・・・・・・・・・・・・・ 15

自立生活援助サービス費 ・・・・・・・・・・・・・・・・ 19
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注 注 注 注 注 注 注

(1)　区分６ ( 600単位 )

(2)　区分５ ( 456単位 )

(3)　区分４ ( 372単位 )

(4)　区分３ ( 297単位 )

(5)　区分２ ( 188単位 )

(6)　区分１以下 ( 171単位 )

(1)　区分６ ( 717単位 )

(2)　区分５ ( 569単位 )

(3)　区分４ ( 481単位 )

(4)　区分３ ( 410単位 )

(5)　区分２ ( 290単位 )

(6)　区分１以下 ( 273単位 )

(一)　区分６ ( 369単位 )

(二)　区分５ ( 306単位 )

(三)　区分４ ( 270単位 )

(1)　区分６ ( 997単位 )

(2)　区分５ ( 860単位 )

(3)　区分４ ( 771単位 )

(4)　区分３ ( 524単位 )

(1)　区分６ ( 1,168単位 )

(2)　区分５ ( 1,028単位 )

(3)　区分４ ( 938単位 )

(4)　区分３ ( 672単位 )

(一)　区分６ ( 765単位 )

(二)　区分５ ( 627単位 )

(三)　区分４ ( 539単位 )

(四)　区分３ ( 407単位 )

(五)　区分２ ( 270単位 )

(六)　区分１以下 ( 253単位 )

(一)　区分６ ( 929単位 )

(二)　区分５ ( 787単位 )

(三)　区分４ ( 695単位 )

(四)　区分３ ( 546単位 )

(五)　区分２ ( 408単位 )

(六)　区分１以下 ( 389単位 )

(一)　区分６ ( 565単位 )

(二)　区分５ ( 505単位 )

(三)　区分４ ( 467単位 )

(一)　区分６ ( 454単位 )

(二)　区分５ ( 394単位 )

(三)　区分４ ( 356単位 )

イ　外部サービス利用型共同生活援助サービス費(Ⅰ)

（６：１） ( 171単位 )

ロ　外部サービス利用型共同生活援助サービス費(Ⅱ)

（10：１） ( 115単位 )

ハ　外部サービス利用型共同生活援助サービス費（Ⅲ）

（体験利用） ( 273単位 )

退居後共同生活援助サービス費

（退居後） 　退居後、３月を限度として、１月につき2000単位

退居後外部サービス利用型共同生活援助サービス費

（退居後） 　退居後、３月を限度として、１月につき2000単位

区分４以上 (１日につき83単位を加算）

区分３以下 (１日につき77単位を加算）

区分４以上 (１日につき33単位を加算）

区分３以下 (１日につき31単位を加算）

(１日につき84単位を加算）

(１日につき33単位を加算）

区分４以上 (１日につき138単位を加算）

区分３ (１日につき121単位を加算）

区分４以上 (１日につき53単位を加算）

区分３ (１日につき45単位を加算）

区分４以上 (１日につき131単位を加算）

区分３以下 (１日につき112単位を加算）

区分４以上 (１日につき50単位を加算）

区分３以下 (１日につき42単位を加算）

(１日につき134単位を加算）

(１日につき50単位を加算）

(１日につき128単位を加算）

(１日につき49単位を加算）

(１日につき73単位を加算）

(１日につき28単位を加算）

イ　福祉専門職員配置等加算(Ⅰ) ( １日につき10単位を加算 )

ロ　福祉専門職員配置等加算(Ⅱ) ( １日につき7単位を加算 )

ハ　福祉専門職員配置等加算(Ⅲ) ( １日につき4単位を加算 )

イ　視覚・聴覚言語障害者支援体制加算（Ⅰ） (１日につき51単位を加算 )

ロ　視覚・聴覚言語障害者支援体制加算（Ⅱ） (１日につき41単位を加算 )

看護職員配置加算 ( １日につき70単位を加算 )

(1月につき100単位を加算 )

福祉専門職員配置等加算

視覚・聴覚言語障害者支援体制加算

高次脳機能障害者支援体制加算

(１日につき41単位を加算 )

ピアサポート実施加算

カ　人員配置体制加算(XⅣ) 30:1

リ　人員配置体制加算(Ⅸ) 7.5:1、個人単位特例

ヌ　人員配置体制加算(Ⅹ) 20:1、個人単位特例

ル　人員配置体制加算(Ⅺ) 7.5:1、個人単位特例、日中住居以外

20：1

7.5：1

へ　人員配置体制加算(Ⅵ)

20:1、日中住居以外

人員配置体制加算

イ　人員配置体制加算(Ⅰ) 12：1

ロ　人員配置体制加算(Ⅱ) 30：1

ハ　人員配置体制加算(Ⅲ) 12：1、個人単位特例

二　人員配置体制加算(Ⅳ) 30：1、個人単位特例

ホ　人員配置体制加算(Ⅴ)

ヲ　人員配置体制加算(Ⅻ) 20:1、個人単位特例、日中住居以外

ワ　人員配置体制加算(XⅢ) 12:1

同日に８時間
以上個人単位
ヘルパーでの
居宅介護を利
用した場合
×95/100

日中を当該共同生活住居以外で過ごす者

×97／100

（５：１）

ロ　日中サービス支援型共同生活援助サービス費（Ⅱ）

（体験利用）

ハ　日中を
当該共同
生活住居

以外で過ご
す場合

世話人配置５：１の場合

体験利用の場合

二　個人単
位で居宅介
護等を利用
する場合
（特例）

日中を当該共同生活住居で過ごす者 (3)世話人配置５：１の場合

×90／100 ×99／100

世話人の員数
が基準に満た
ない場合

　・受託居宅介護サービス費
　　イ　所要時間15分未満の場合　　96単
位
　　ロ　所要時間15分以上30分未満の場
合　　194単位
　　ハ　所要時間30分以上1時間30分未
満の場合　　263単位に所要時間30分か
ら計算して所要時間15分を増すごとに87
単位を加算した単位数
　　ニ　所要時間１時間30分以上の場合
564単位に所要時間１時間30分から計算
して所要時間15分を増すごとに37単位を
加算した単位数

×90／100 ×99／100

ハ　個人単
位で居宅介
護等を利用
する場合
（特例）

世話人配置６：１の場合

同日に８時間
以上個人単位
ヘルパーでの
居宅介護を利
用した場合
×95/100

×99／100×90／100

外部サービス
利用型共同生
活援助計画が
作成されてい

入居定員が
８人以上

×90／100

入居定員が
21人以上
×87／100

減算が適用さ
れる月から２月

目まで
×70／100

３月以上連続し
て減算の場合

×50/100

減算が適用さ
れる月から４月

目まで
×70／100

５月以上連続し
て減算の場合

×50/100

減算が適用さ
れる月から２月

目まで
×70／100

３月以上連続し
て減算の場合

×50/100

×90／100

×90／100

×97／100 ×90／100

ト　人員配置体制加算(Ⅶ) 7.5:1、日中住居以外

チ　人員配置体制加算(Ⅷ)

イ　日中サービス支援型共同生活援助サービス費（Ⅰ）

入居定員が
21人以上
×93/100

一体的な運営が
行われている共
同生活住居の入
居定員の合計数

が21人以上
×95/100

減算が適用さ
れる月から２月

目まで
×70／100

３月以上連続し
て減算の場合

×50/100

減算が適用さ
れる月から４月

目まで
×70／100

５月以上連続し
て減算の場合

×50/100

減算が適用さ
れる月から２月

目まで
×70／100

３月以上連続し
て減算の場合

×50/100

×97／100

イ　共同生活援助サービス費（Ⅰ）

入居定員が
８人以上
×95/100

入居定員が
21人以上
×93/100

一体的な運営
が行われてい
る共同生活住
居（サテライト

型住居を含む）
の入居定員の
合計数が21人

以上
×95/100

減算が適用さ
れる月から２月

目まで
×70／100

３月以上連続し
て減算の場合

×50/100

減算が適用さ
れる月から４月

目まで
×70／100

５月以上連続し
て減算の場合

×50/100

減算が適用さ
れる月から２月

目まで
×70／100

３月以上連続し
て減算の場合

×50/100

(3)世話人配置５：１の場合

（６：１）

○共同生活援助サービス費

注

委託先である指定居宅介護事業者に
より受託居宅介護サービスが行われる
場合

世話人又は生
活支援員の員
数が基準に満
たない場合

又

は

サービス管理
責任者の員数
が基準に満た
ない場合

注

共同生活援助
計画が作成さ
れていない場
合

個人単位ヘル
パー長時間利
用減算

身体拘束廃止
未実施減算

虐待防止措置
未実施減算

業務継続計画
未策定減算

情報公表未報
告減算

基本部分

大規模住居等
減算

ロ　共同生活援助サービス費（Ⅱ）

（体験利用）
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退居後ピアサポート実施加算 (1月につき100単位を加算 )

㈠区分４以上 ( １日につき672単位を加算 )

㈡区分３ ( １日につき560単位を加算 )

㈢区分２以下 ( １日につき448単位を加算 )

㈠区分４以上 ( １日につき448単位を加算 )

㈡区分３ ( １日につき373単位を加算 )

㈢区分２以下 ( １日につき299単位を加算 )

㈠区分４以上 ( １日につき336単位を加算 )

㈡区分３ ( １日につき280単位を加算 )

㈢区分２以下 ( １日につき224単位を加算 )

㈠区分４以上 ( １日につき269単位を加算 )

㈡区分３ ( １日につき224単位を加算 )

㈢区分２以下 ( １日につき179単位を加算 )

㈠区分４以上 ( １日につき224単位を加算 )

㈡区分３ ( １日につき187単位を加算 )

㈢区分２以下 ( １日につき149単位を加算 )

㈠区分４以上 ( １日につき192単位を加算 )

㈡区分３ ( １日につき160単位を加算 )

㈢区分２以下 ( １日につき128単位を加算 )

㈠区分４以上 ( １日につき168単位を加算 )

㈡区分３ ( １日につき140単位を加算 )

㈢区分２以下 ( １日につき112単位を加算 )

㈠区分４以上 ( １日につき149単位を加算 )

㈡区分３ ( １日につき124単位を加算 )

㈢区分２以下 ( １日につき99単位を加算 )

㈠区分４以上 ( １日につき135単位を加算 )

㈡区分３ ( １日につき113単位を加算 )

㈢区分２以下 ( １日につき90単位を加算 )

㈠区分４以上 ( １日につき122単位を加算 )

㈡区分３ ( １日につき102単位を加算 )

㈢区分２以下 ( １日につき81単位を加算 )

㈠区分４以上 ( １日につき112単位を加算 )

㈡区分３ ( １日につき93単位を加算 )

㈢区分２以下 ( １日につき75単位を加算 )

㈠区分４以上 ( １日につき103単位を加算 )

㈡区分３ ( １日につき86単位を加算 )

㈢区分２以下 ( １日につき69単位を加算 )

㈠区分４以上 ( １日につき96単位を加算 )

㈡区分３ ( １日につき80単位を加算 )

㈢区分２以下 ( １日につき64単位を加算 )

㈠区分４以上 ( １日につき90単位を加算 )

㈡区分３ ( １日につき75単位を加算 )

㈢区分２以下 ( １日につき60単位を加算 )

㈠区分４以上 ( １日につき84単位を加算 )

㈡区分３ ( １日につき70単位を加算 )

㈢区分２以下 ( １日につき56単位を加算 )

㈠区分４以上 ( １日につき79単位を加算 )

㈡区分３ ( １日につき66単位を加算 )

㈢区分２以下 ( １日につき53単位を加算 )

㈠区分４以上 ( １日につき75単位を加算 )

㈡区分３ ( １日につき63単位を加算 )

㈢区分２以下 ( １日につき50単位を加算 )

㈠区分４以上 ( １日につき71単位を加算 )

㈡区分３ ( １日につき59単位を加算 )

㈢区分２以下 ( １日につき47単位を加算 )

㈠区分４以上 ( １日につき67単位を加算 )

㈡区分３ ( １日につき56単位を加算 )

㈢区分２以下 ( １日につき45単位を加算 )

㈠区分４以上 ( １日につき64単位を加算 )

㈡区分３ ( １日につき53単位を加算 )

㈢区分２以下 ( １日につき43単位を加算 )

㈠区分４以上 ( １日につき61単位を加算 )

㈡区分３ ( １日につき51単位を加算 )

㈢区分２以下 ( １日につき41単位を加算 )

㈠区分４以上 ( １日につき58単位を加算 )

㈡区分３ ( １日につき48単位を加算 )

㈢区分２以下 ( １日につき39単位を加算 )

㈠区分４以上 ( １日につき56単位を加算 )

㈡区分３ ( １日につき47単位を加算 )

㈢区分２以下 ( １日につき37単位を加算 )

㈠区分４以上 ( １日につき54単位を加算 )

㈡区分３ ( １日につき45単位を加算 )

㈢区分２以下 ( １日につき36単位を加算 )

㈠区分４以上 ( １日につき51単位を加算 )

㈡区分３ ( １日につき43単位を加算 )

㈢区分２以下 ( １日につき34単位を加算 )

㈠区分４以上 ( １日につき50単位を加算 )

㈡区分３ ( １日につき42単位を加算 )

㈢区分２以下 ( １日につき33単位を加算 )

㈠区分４以上 ( １日につき48単位を加算 )

㈡区分３ ( １日につき40単位を加算 )

㈢区分２以下 ( １日につき32単位を加算 )

㈠区分４以上 ( １日につき46単位を加算 )

㈡区分３ ( １日につき38単位を加算 )

㈢区分２以下 ( １日につき31単位を加算 )

㈠区分４以上 ( １日につき45単位を加算 )

㈡区分３ ( １日につき38単位を加算 )

㈢区分２以下 ( １日につき30単位を加算 )

（１）夜間支援対象利用者４人以下 ( １日につき112単位を加算 )

（２）夜間支援対象利用者５人 ( １日につき90単位を加算 )

（３）夜間支援対象利用者６人 ( １日につき75単位を加算 )

（ ４）夜間支援対象利用者７人 ( １日につき64単位を加算 )

（５）夜間支援対象利用者８人 ( １日につき56単位を加算 )

（６）夜間支援対象利用者９人 ( １日につき50単位を加算 )

（７）夜間支援対象利用者１０人 ( １日につき45単位を加算 )

（８）夜間支援対象利用者１１人 ( １日につき40単位を加算 )

（９）夜間支援対象利用者１２人 ( １日につき37単位を加算 )

（１０）夜間支援対象利用者１３人 ( １日につき34単位を加算 )

（１１）夜間支援対象利用者１４人 ( １日につき32単位を加算 )

（１２）夜間支援対象利用者１５人 ( １日につき30単位を加算 )

（１３）夜間支援対象利用者１６人 ( １日につき28単位を加算 )

（１４）夜間支援対象利用者１７人 ( １日につき26単位を加算 )

（１５）夜間支援対象利用者１８人 ( １日につき25単位を加算 )

（１６）夜間支援対象利用者１９人 ( １日につき23単位を加算 )

（１７）夜間支援対象利用者２０人 ( １日につき22単位を加算 )

（１８）夜間支援対象利用者２１人 ( １日につき21単位を加算 )

（１９）夜間支援対象利用者２２人 ( １日につき20単位を加算 )

（２０）夜間支援対象利用者２３人 ( １日につき19単位を加算 )

（２５）夜間支援対象利用者２６人

（１４）夜間支援対象利用者１５人

（１５）夜間支援対象利用者１６人

（１６）夜間支援対象利用者１７人

（１７）夜間支援対象利用者１８人

（１８）夜間支援対象利用者１９人

ロ　夜間支援等
体制加算（Ⅱ）

夜間支援
等体制加
算

イ　夜間支援等
体制加算（Ⅰ）

（１）夜間支援対象利用者２人以下

（２）夜間支援対象利用者３人

（３）夜間支援対象利用者４人

（４）夜間支援対象利用者５人

（５）夜間支援対象利用者６人

（６）夜間支援対象利用者７人

（７）夜間支援対象利用者８人

（１９）夜間支援対象利用者２０人

（２９）夜間支援対象利用者３０人

（８）夜間支援対象利用者９人

（９）夜間支援対象利用者１０人

（１０）夜間支援対象利用者１１人

（１１）夜間支援対象利用者１２人

（１２）夜間支援対象利用者１３人

（１３）夜間支援対象利用者１４人

（２０）夜間支援対象利用者２１人

（２１）夜間支援対象利用者２２人

（２２）夜間支援対象利用者２３人

（２３）夜間支援対象利用者２４人

（２４）夜間支援対象利用者２５人

（２６）夜間支援対象利用者２７人

（２７）夜間支援対象利用者２８人

（２８）夜間支援対象利用者２９人
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（２１）夜間支援対象利用者２４人 ( １日につき18単位を加算 )

（２２）夜間支援対象利用者２５人 ( １日につき18単位を加算 )

（２３）夜間支援対象利用者２６人 ( １日につき17単位を加算 )

（２４）夜間支援対象利用者２７人 ( １日につき16単位を加算 )

（２５）夜間支援対象利用者２８人 ( １日につき16単位を加算 )

（２６）夜間支援対象利用者２９人 ( １日につき15単位を加算 )

（２７）夜間支援対象利用者３０人 ( １日につき15単位を加算 )

ハ　夜間支援等体制加算（Ⅲ） ( １日につき10単位を加算 )

（１）夜間支援対象利用者１５人以下 ( １日につき60単位を加算 )

（２）夜間支援対象利用者１６人 ( １日につき56単位を加算 )

（３）夜間支援対象利用者１７人 ( １日につき53単位を加算 )

（４）夜間支援対象利用者１８人 ( １日につき50単位を加算 )

（５）夜間支援対象利用者１９人 ( １日につき47単位を加算 )

（６）夜間支援対象利用者２０人 ( １日につき45単位を加算 )

（７）夜間支援対象利用者２１人 ( １日につき43単位を加算 )

（８）夜間支援対象利用者２２人 ( １日につき41単位を加算 )

（９）夜間支援対象利用者２３人 ( １日につき39単位を加算 )

（１０）夜間支援対象利用者２４人 ( １日につき37単位を加算 )

（１１）夜間支援対象利用者２５人 ( １日につき36単位を加算 )

（１２）夜間支援対象利用者２６人 ( １日につき34単位を加算 )

（１３）夜間支援対象利用者２７人 ( １日につき33単位を加算 )

（１４）夜間支援対象利用者２８人 ( １日につき32単位を加算 )

（１５）夜間支援対象利用者２９人 ( １日につき31単位を加算 )

（１６）夜間支援対象利用者３０人 ( １日につき30単位を加算 )

（１）夜間支援対象利用者１５人以下 ( １日につき30単位を加算 )

（２）夜間支援対象利用者１６人 ( １日につき28単位を加算 )

（３）夜間支援対象利用者１７人 ( １日につき26単位を加算 )

（４）夜間支援対象利用者１８人 ( １日につき25単位を加算 )

（５）夜間支援対象利用者１９人 ( １日につき23単位を加算 )

（６）夜間支援対象利用者２０人 ( １日につき22単位を加算 )

（７）夜間支援対象利用者２１人 ( １日につき21単位を加算 )

（８）夜間支援対象利用者２２人 ( １日につき20単位を加算 )

（９）夜間支援対象利用者２３人 ( １日につき19単位を加算 )

（１０）夜間支援対象利用者２４人 ( １日につき18単位を加算 )

（１１）夜間支援対象利用者２５人 ( １日につき18単位を加算 )

（１２）夜間支援対象利用者２６人 ( １日につき17単位を加算 )

（１３）夜間支援対象利用者２７人 ( １日につき16単位を加算 )

（１４）夜間支援対象利用者２８人 ( １日につき16単位を加算 )

（１５）夜間支援対象利用者２９人 ( １日につき15単位を加算 )

（１６）夜間支援対象利用者３０人 ( １日につき15単位を加算 )

（１）夜間支援対象利用者１５人以下 ( １日につき30単位を加算 )

（２）夜間支援対象利用者１６人 ( １日につき28単位を加算 )

（３）夜間支援対象利用者１７人 ( １日につき26単位を加算 )

（４）夜間支援対象利用者１８人 ( １日につき25単位を加算 )

（５）夜間支援対象利用者１９人 ( １日につき23単位を加算 )

（６）夜間支援対象利用者２０人 ( １日につき22単位を加算 )

（７）夜間支援対象利用者２１人 ( １日につき21単位を加算 )

（８）夜間支援対象利用者２２人 ( １日につき20単位を加算 )

（９）夜間支援対象利用者２３人 ( １日につき19単位を加算 )

（１０）夜間支援対象利用者２４人 ( １日につき18単位を加算 )

（１１）夜間支援対象利用者２５人 ( １日につき18単位を加算 )

（１２）夜間支援対象利用者２６人 ( １日につき17単位を加算 )

（１３）夜間支援対象利用者２７人 ( １日につき16単位を加算 )

（１４）夜間支援対象利用者２８人 ( １日につき16単位を加算 )

（１５）夜間支援対象利用者２９人 ( １日につき15単位を加算 )

（１６）夜間支援対象利用者３０人 ( １日につき15単位を加算 )

夜勤職員加配加算 ( １日につき149単位を加算 )

イ　重度障害者支援加算（Ⅰ） (１日につき360単位を加算 )

ロ　重度障害者支援加算（Ⅱ） (１日につき180単位を加算 )

医療的ケア対応支援加算 ( １日につき120単位を加算 )

（１）日中支援対象利用者１人 ( １日につき539単位を加算 )

（２）日中支援対象利用者２人以上 ( １日につき270単位を加算 )

(一)　区分４、５、６ ( １日につき539単位を加算 )

(二)　区分３以下 ( １日につき270単位を加算 )

(一)　区分４、５、６ ( １日につき270単位を加算 )

(二)　区分３以下 ( １日につき135単位を加算 )

イ　集中的支援加算（Ⅰ） (月4回を限度として、1,000単位を加算 )

ロ　集中的支援加算（Ⅱ） (１日につき500単位を加算 )

イ　自立生活支援加算（Ⅰ）

(６月を限度に１月につき1000単位を加算 )

ロ　自立生活支援加算（Ⅱ） (入院中２回、退院後１回を限度として、500単位を加算単位を加算 )

イ　入院期間が３日以上７日未満 ( １回につき561単位を加算 )

ロ　入院期間が７日以上　　　　 ( １回につき1,122単位を加算 )

イ　外泊期間が３日以上７日未満 ( １回につき187単位を加算 )

ロ　外泊期間が７日以上　 ( １回につき374単位を加算 )

イ　指定共同生活援助事業所の場合 ( １日につき122単位を加算 )

ロ　日中サービス支援型指定共同生活援助事業所の場合 ( １日につき150単位を加算 )

ハ　外部サービス利用型指定共同生活援助事業所の場合 ( １日につき76単位を加算 )

長期帰宅時支援加算 イ　指定共同生活援助事業所の場合 ( １日につき40単位を加算 )

ロ　日中サービス支援型指定共同生活援助事業所の場合 ( １日につき50単位を加算 )

ハ　外部サービス利用型指定共同生活援助事業所の場合 ( １日につき25単位を加算 )

地域生活移行個別支援特別加算 ( １日につき670単位を加算 )

精神障害者地域移行特別加算 ( １日につき300単位を加算 )

強度行動障害者地域移行特別加算 ( １日につき300単位を加算 )

強度行動障害者体験利用加算 ( １日につき400単位を加算 )

イ　医療連携体制加算（Ⅰ） (１日につき32単位を加算 )

ロ　医療連携体制加算（Ⅱ） (１日につき63単位を加算 )

ハ　医療連携体制加算（Ⅲ） (１日につき125単位を加算 )

ニ　医療連携体制加算（Ⅳ） （1）利用者が１人 (１日につき800単位を加算 )

（2）利用者が２人 (１日につき500単位を加算 )

（3）利用者が３人以上８人以下 (１日につき400単位を加算 )

ホ　医療連携体制加算（Ⅴ） ( １日につき500単位を加算 )

ヘ　医療連携体制加算（Ⅵ） ( １日につき100単位を加算 )

ト　医療連携体制加算（Ⅶ） ( １日につき39単位を加算 )

注　居住支援法人や居住支援協議会と連携し、住宅の確保及び居住支援に係る必要な情報共有を行った場合　１月につき＋35単位
注　住宅確保要配慮者居住支援法人と共同して、居宅における生活上必要な説明及び指導を行った上で、協議会又は保健、医療及び福祉関係者による協議の場に対し、当該説明及び指導の内容並び
に住宅の確保及び居住の支援に係る課題を報告した場合に、１月につき＋500単位

注　医療的ケアを必要としない利用者に対する看護であって、看護の提供時間が１時間未満である場合

注　医療的ケアを必要としない利用者に対する看護であって、看護の提供時間が１時間以上２時間未満である場合

注　医療的ケアを必要としない利用者に対する看護であって、看護の提供時間が２時間以上である場合

注　医療的ケアを必要とする利用者に対する看護である場合

ハ　自立生活支援加算（Ⅲ）

(利用期間が３年以内の場合　80単位単位を加算 )

(利用期間が３年を超えて４年以内の場合　72単位単位を加算 )

(利用期間が４年を超えて５年以内の場合　56単位単位を加算 )

(利用期間が５年を超える場合　40単位単位を加算 )

日中支援加算 イ　日中支援加
算（Ⅰ）

ロ　日中支援加
算（Ⅱ）

（１）日中支援対象
利用者１人

（２）日中支援対象
利用者２人以上

自立生活支援加算

集中的支援加算

ホ　夜間支援等
体制加算（Ⅴ）

ヘ　夜間支援等
体制加算（Ⅵ）

重度障害
者支援加
算

ニ　夜間支援等
体制加算（Ⅳ）

入院時支援特別加算
(月１回を限度)

帰宅時支援加算
(月１回を限度)

長期入院時支援特別加算

医療連携体制加算

注1　加算の算定を開始した日から起算して180日以内　＋500単位（中核的人材を配置し行動関連項目18点以上の者の場合　＋200単位）
注2  中核的人材を配置し行動関連項目18点以上の者を支援した場合　＋150単位

注1　加算の算定を開始した日から起算して180日以内　＋400単位（中核的人材を配置し行動関連項目18点以上の者の場合　＋200単位）
注2  中核的人材を配置し行動関連項目18点以上の者を支援した場合　＋150単位

注　夜間支援等体制加算（Ⅰ）が算定されている場合にのみ算定可能
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通勤者生活支援加算 ( １日につき18単位を加算 )

イ　障害者支援施設等感染対策向上加算（Ⅰ） (１月につき10単位を加算 )

ロ　障害者支援施設等感染対策向上加算（Ⅱ） (１月につき5単位を加算 )

新興感染症等施設療養加算

( 月５回を限度として、240単位を加算）

（１）指定共同生活援助事業所の場合 （1月につき　＋所定単位×147／1,000）

（２）日中サービス支援型指定共同生活援助事業所の場合 （1月につき　＋所定単位×147／1,000）

（３）外部サービス利用型指定共同生活援助事業所の場合 （1月につき　＋所定単位×211／1,000）

（１）指定共同生活援助事業所の場合 （1月につき　＋所定単位×144／1,000）

（２）日中サービス支援型指定共同生活援助事業所の場合 （1月につき　＋所定単位×144／1,000）

（３）外部サービス利用型指定共同生活援助事業所の場合 （1月につき　＋所定単位×208／1,000）

（１）指定共同生活援助事業所の場合 （1月につき　＋所定単位×128／1,000）

（２）日中サービス支援型指定共同生活援助事業所の場合 （1月につき　＋所定単位×128／1,000）

（３）外部サービス利用型指定共同生活援助事業所の場合 （1月につき　＋所定単位×192／1,000）

（１）指定共同生活援助事業所の場合 （1月につき　＋所定単位×105／1,000）

（２）日中サービス支援型指定共同生活援助事業所の場合 （1月につき　＋所定単位×105／1,000）

（３）外部サービス利用型指定共同生活援助事業所の場合 （1月につき　＋所定単位×152／1,000）

（一）指定共同生活援助事業所の場合 （1月につき　＋所定単位×121／1,000）

（二）日中サービス支援型指定共同生活援助事業所の場合 （1月につき　＋所定単位×121／1,000）

（三）外部サービス利用型指定共同生活援助事業所の場合 （1月につき　＋所定単位×185／1,000）

（一）指定共同生活援助事業所の場合 （1月につき　＋所定単位×124／1,000）

（二）日中サービス支援型指定共同生活援助事業所の場合 （1月につき　＋所定単位×124／1,000）

（三）外部サービス利用型指定共同生活援助事業所の場合 （1月につき　＋所定単位×171／1,000）

（一）指定共同生活援助事業所の場合 （1月につき　＋所定単位×118／1,000）

（二）日中サービス支援型指定共同生活援助事業所の場合 （1月につき　＋所定単位×118／1,000）

（三）外部サービス利用型指定共同生活援助事業所の場合 （1月につき　＋所定単位×182／1,000）

（一）指定共同生活援助事業所の場合 （1月につき　＋所定単位×121／1,000）

（二）日中サービス支援型指定共同生活援助事業所の場合 （1月につき　＋所定単位×121／1,000）

（三）外部サービス利用型指定共同生活援助事業所の場合 （1月につき　＋所定単位×168／1,000）

（一）指定共同生活援助事業所の場合 （1月につき　＋所定単位×98／1,000）

（二）日中サービス支援型指定共同生活援助事業所の場合 （1月につき　＋所定単位×98／1,000）

（三）外部サービス利用型指定共同生活援助事業所の場合 （1月につき　＋所定単位×145／1,000）

（一）指定共同生活援助事業所の場合 （1月につき　＋所定単位×95／1,000）

（二）日中サービス支援型指定共同生活援助事業所の場合 （1月につき　＋所定単位×95／1,000）

（三）外部サービス利用型指定共同生活援助事業所の場合 （1月につき　＋所定単位×142／1,000）

（一）指定共同生活援助事業所の場合 （1月につき　＋所定単位×96／1,000）

（二）日中サービス支援型指定共同生活援助事業所の場合 （1月につき　＋所定単位×96／1,000）

（三）外部サービス利用型指定共同生活援助事業所の場合 （1月につき　＋所定単位×122／1,000）

（一）指定共同生活援助事業所の場合 （1月につき　＋所定単位×102／1,000）

（二）日中サービス支援型指定共同生活援助事業所の場合 （1月につき　＋所定単位×102／1,000）

（三）外部サービス利用型指定共同生活援助事業所の場合 （1月につき　＋所定単位×166／1,000）

（一）指定共同生活援助事業所の場合 （1月につき　＋所定単位×93／1,000）

（二）日中サービス支援型指定共同生活援助事業所の場合 （1月につき　＋所定単位×93／1,000）

（三）外部サービス利用型指定共同生活援助事業所の場合 （1月につき　＋所定単位×119／1,000）

（一）指定共同生活援助事業所の場合 （1月につき　＋所定単位×70／1,000）

（二）日中サービス支援型指定共同生活援助事業所の場合 （1月につき　＋所定単位×70／1,000）

（三）外部サービス利用型指定共同生活援助事業所の場合 （1月につき　＋所定単位×96／1,000）

（一）指定共同生活援助事業所の場合 （1月につき　＋所定単位×79／1,000）

（二）日中サービス支援型指定共同生活援助事業所の場合 （1月につき　＋所定単位×79／1,000）

（三）外部サービス利用型指定共同生活援助事業所の場合 （1月につき　＋所定単位×126／1,000）

（一）指定共同生活援助事業所の場合 （1月につき　＋所定単位×67／1,000）

（二）日中サービス支援型指定共同生活援助事業所の場合 （1月につき　＋所定単位×67／1,000）

（三）外部サービス利用型指定共同生活援助事業所の場合 （1月につき　＋所定単位×93／1,000）

（一）指定共同生活援助事業所の場合 （1月につき　＋所定単位×77／1,000）

（二）日中サービス支援型指定共同生活援助事業所の場合 （1月につき　＋所定単位×77／1,000）

（三）外部サービス利用型指定共同生活援助事業所の場合 （1月につき　＋所定単位×103／1,000）

（一）指定共同生活援助事業所の場合 （1月につき　＋所定単位×51／1,000）

（二）日中サービス支援型指定共同生活援助事業所の場合 （1月につき　＋所定単位×51／1,000）

（三）外部サービス利用型指定共同生活援助事業所の場合 （1月につき　＋所定単位×77／1,000）

（１月につき　＋所定単位×86／1,000）

（１月につき　＋所定単位×86／1,000）

（１月につき　＋所定単位×150／1,000）

（１月につき　＋所定単位×63／1,000）

（１月につき　＋所定単位×63／1,000）

（１月につき　＋所定単位×110／1,000）

（１月につき　＋所定単位×35／1,000）

（１月につき　＋所定単位×35／1,000）

（１月につき　＋所定単位×61／1,000）

イ　福祉・介護職員等特定処遇改善加算（Ⅰ） （１月につき　＋所定単位×19／1,000）

ロ　福祉・介護職員等特定処遇改善加算（Ⅱ） （１月につき　＋所定単位×16／1,000）

（１月につき　＋所定単位×26／1,000）

注１　所定単位は、基本報酬及び各加算（福祉・介護職員等処遇改善加算を除く）を算定した単位数の合計
注２　令和６年６月１日から算定可能
注３　福祉・介護職員等処遇改善加算（Ⅴ）については、令和７年３月３１日まで算定可能

注１　所定単位は、基本報酬及び各加算（福祉・介護職員処遇改善加算、福祉・介護職員等特定処遇改善加算、福祉・介護職員等ベースアップ等支援加算を除く）を算定した単位数の合計
注２　令和６年５月３１日まで算定可能

注１　所定単位は、基本報酬及び各加算（福祉・介護職員処遇改善加算、福祉・介護職員等特定処遇改善加算、福祉・介護職員等ベースアップ等支援加算を除く）を算定した単位数の合計
注２　令和６年５月３１日まで算定可能

注１　所定単位は、基本報酬及び各加算（福祉・介護職員処遇改善加算、福祉・介護職員等特定処遇改善加算、福祉・介護職員等ベースアップ等支援加算を除く）を算定した単位数の合計
注２　令和６年５月３１日まで算定可能

（２）日中サービス支援型指定共同生活援助事業所の場合

（３）外部サービス利用型指定共同生活援助事業所の場合

福祉・介護職員等特定処遇
改善加算

福祉・介護職員等ベースアップ等支援加算

（１）指定共同生活援助事業所の場合

（２）日中サービス支援型指定共同生活援助事業所の場合

（３）外部サービス利用型指定共同生活援助事業所の場合

ロ　福祉・介護
職員処遇改善
加算（Ⅱ）

（１）指定共同生活援助事業所の場合

（２）日中サービス支援型指定共同生活援助事業所の場合

（３）外部サービス利用型指定共同生活援助事業所の場合

ハ　福祉・介護
職員処遇改善
加算（Ⅲ）

（１）指定共同生活援助事業所の場合

福祉・介護職員処遇改善加
算

イ　福祉・介護
職員処遇改善
加算（Ⅰ）

(13)　福祉・介
護職員等処遇
改善加算（Ⅴ）
(13)

(7)　福祉・介護
職員等処遇改
善加算（Ⅴ）(7)

(8)　福祉・介護
職員等処遇改
善加算（Ⅴ）(8)

(9)　福祉・介護
職員等処遇改
善加算（Ⅴ）(9)

福祉・介護
職員等処
遇改善加
算

イ　福祉・介護職員等処遇改善加
算（Ⅰ）

障害者支援施設等感染対策
向上加算

ロ　福祉・介護職員等処遇改善加
算（Ⅱ）

ハ　福祉・介護職員等処遇改善
加算（Ⅲ）

二　福祉・介護職員等処遇改善
加算（Ⅳ）

ホ　福祉・介護
職員等処遇改
善加算（Ⅴ）

(1)　福祉・介護
職員等処遇改
善加算（Ⅴ）(1)

(2)　福祉・介護
職員等処遇改
善加算（Ⅴ）(2)

(14)　福祉・介
護職員等処遇
改善加算（Ⅴ）
(14)

(4)　福祉・介護
職員等処遇改
善加算（Ⅴ）(4)

(5)　福祉・介護
職員等処遇改
善加算（Ⅴ）(5)

(6)　福祉・介護
職員等処遇改
善加算（Ⅴ）(6)

(10)　福祉・介
護職員等処遇
改善加算（Ⅴ）
(10)

(11)　福祉・介
護職員等処遇
改善加算（Ⅴ）
(11)

(12)　福祉・介
護職員等処遇
改善加算（Ⅴ）
(12)

(3)　福祉・介護
職員等処遇改
善加算（Ⅴ）(3)
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